
市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指

標進捗への寄与等
事業費総額（円）
（一般財源等含む）

参考リンク 市町村の担当部署

◆相談件数：延べ2,268件
（目標：延べ1,750件）

◎

◆参加者数：延べ14,570人
（目標：延べ66,200人）

△

◆参加者数 延べ12,834人
（目標：延べ13,800人）

△

◆相談件数 延べ3,980件
（目標：延べ4,900件）

△

◆延べ相談件数：3,277件
（目標：3,624件）

△

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金 令和２年度事業実績（地域福祉分野）

岸和田市
コミュニティソーシャル
ワーカー促進配置事業

市内中学校区（11ヵ所）に総合相談窓口を開設し、地域に
おける高齢者、障害者、ひとり親家庭などの援護を要する
者又はその家族、親族等への支援を通じて、地域の要援
護者等の福祉の向上と自立生活の支援のための保健福
祉セーフティネットの構築を図る。
コミュニティソーシャルワーカー11名（岸和田市社会福祉協
議会1名、高齢福祉施設10名）小地域ネットワーク活動との
連携を基本に、保健・医療・福祉・雇用・就労・住宅・教育等
の各分野の関係機関、当事者団体、地域福祉活動団体及
び地域住民等で構成されるネットワークを活用し、要援護
者に対する見守り・発見、相談から適切なサービスへの「つ
なぎ」の体制づくりを行うことを業務とする。

相談件数のうち、専門機関につないだ
り、解決又は支援方針を示すことができ
た件数：総相談件数の90％

目標数値は上回ったものの、擁護を必要とし
ている人は多いものと見られるため、引き続
き、地域課題の把握に努める。

39,099,500

https://www.cit
y.kishiwada.osak
a.jp/soshiki/31/i
kiikinet.html

福祉部福祉政策課

（理由）
目標数値を上回った。

岸和田市
小地域ネットワーク活動
推進事業

社会福祉協議会により、地域の高齢者、障害者及び子育
て中の親子などの支援を必要とする人々が安心して生活
ができるよう、地域住民の参加と協力による、支えあい、助
け合い活動を実施する。
市内２４校区の地区福祉委員会が設置されている。
見守り・声かけ訪問・家事援助・軽作業援助等の個別援助
活動や、いきいきサロン・世代間交流・子育て支援等のグ
ループ援助活動、地域住民に対する広報及び啓発・研修・
学習活動を実施している。

地区福祉委員会の組織率100％（24小
学校区）

新型コロナウイルス感染拡大防止に伴う活
動自粛の影響により、当初の目標数値の達
成に至らなかった。
次年度においても先行きは不透明であるも
のの、可能な限り既存の取り組みを継続的
に実施し、地域特性に応じた地域福祉活動
の支援の充実を図る。 23,876,000

福祉部福祉政策課

（理由）
目標数値を下回った。

池田市
小地域ネットワーク活動
推進事業

「福祉のまちづくり」の実現のため、福祉的援助活動をより
身近な地域単位で実施するものである。これらの活動は、
地域住民や関係者の見守りにより、社会的支援を必要とす
る人々が地域で孤立することなく生活することに資する。
○校区福祉委員設置数:１１箇所
○活動内容・個別援助事業:見守り、声かけ、簡単な家事、
外出介助、配食サービス等
○その他:市社会福祉協議会への補助事業。CSWを4名配
置。

活動実施地区割合  100%（11地中11地
区で実施）

地区福祉委員が住民と直接会う活動を従来
通りに行うことはできなかったが、手紙を
使って住民と双方向でやり取りする方法や、
子育てサロンのスタッフがLINEやYOUTUBE
を用いて情報発信するなど、新しい試みを
行った地区もあり、コロナ禍に対応した活動
方法を開発するきっかけができた。令和３年
度も新型コロナウイルス感染症は収束しな
いと思われるため、感染リスクに注意しなが
ら従来型の活動を継続し、非接触型の新し
い活動を他地区でも実施できるように推進し
ていく。

14,914,922

福祉部高齢者政策
推進室高齢・福祉
総務課

（理由）
サロン等の活動拠点である会館が、2度の緊急事態宣言により
休館していたことや、宣言解除後もサロン等を実施する際の感
染リスクへの不安があり、従来通りの活動が実施できなかっ
た。

福祉部高齢者政策
推進室高齢・福祉
総務課

（理由）
会館の休館や感染リスクを考慮し、よろず相談窓口の出張相
談回数を縮小した。電話や来所による相談方法に加え、LINE
での相談窓口を開設し掲示板等で周知したがほとんど相談は
なかった。一方で、コロナ特例貸付からCSWへつながったケー
スもあった。また、ひきこもり支援について理解を深めるため、
市・社協・保健所等関係機関とひきこもり連絡会を年4回開催し
た。

池田市
コミュニティソーシャル
ワーカー設置事業

地域において、既存の資源を活用し、支援が必要とされる
高齢者・障がい者等の社会的弱者に対する「見守り、発
見、相談、サービス提供への繋ぎ」等を行う。
○ＣＳＷの配置人数及び配置場所別内訳：４名（社会福祉
協議会に全員配置）
○役割、業務内容
①個別支援：福祉制度の谷間に位置し、救済が受けられな
い方の相談に乗り、関係機関等と連携しつつ問題解決を目
指す。
②地域支援：個別に活動している団体や市民同士のネット
ワークを構築し、福祉の充実に努める。
○その他：市社会福祉協議会への委託事業

地域共生社会の実現に向け、制度の狭
間の問題や複合的な問題を抱えた世帯
が相談支援を受けられる。また、H30年
度に開始したCSWによる福祉よろず相
談窓口が全11地区で継続され、地域の”
丸ごと受け止める場”として、より多くの
住民に認識される。

LINEでの相談窓口は認知度が低いと考えら
れるため、周知を継続していく。コロナ特例
貸付においては、社協が従来あまり対象に
してこなかった層からの相談があり、その中
から生活困窮の母子世帯やひきこもり世帯
などでCSWへつながったケースもあり、新し
いニーズ発掘場所となった。ひきこもり支援
については、行政、社協などが個々に相談
対応しており、市全体としてどのように解決し
ていくのか話し合う場所がなかったが、連絡
会を設置することで問題解決に向けて進め
ることができるようになった。

18,720,958

https://www.cit
y.ikeda.osaka.jp/
soshiki/fukushi/
kourei/sodan/14
169.html

保険福祉部福祉政
策課

（理由）
社会福祉協議会に基幹型ＣＳＷを配置したことで、市内4か所
の担当地区ＣＳＷとのケース調整や行政、関係機関との連携
がスムーズに行われた。

泉大津市
コミュニティソーシャル
ワーカー配置促進事業

 制度の狭間や複数の福祉課題を抱えるなど、既存の福祉
サービスだけでは対応困難な事案の解決や調整に取り組
むコミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）を設置するいき
いきネット相談支援センター４か所に各１名、社会福祉協議
会に基幹型として1名配置し、地域における見守り、発見、
つなぎ機能の強化を図る。
・CSWの配置人数及び配置場所内訳
 配置人数５名（社会福祉協議会１名、高齢者福祉施設４
名）
・CSWの役割、業務内容
 要援護者等に見守り、発見、相談、適切なサービスへの
つなぎ、要援護者等への福祉サービスの存在、利用方法
等に関する情報提供、見守りやサービスの調整を図るため
の会議の開催 等
・その他参考事項
 社会福祉法人への委託及び社会福祉協議会への補助に
て実施。

相談件数のうち、専門機関に解決又は
支援方向を示すことができた件数：総相
談件数の30％

地域における見守り・発見・つなぎなど、各
関係機関の横の連携を強化し、セーフティ
ネットのさらなる充実を図り、継続実施してい
く。

30,826,185

https://www.cit
y.izumiotsu.lg.jp/
kakuka/fukushi/
hukusiseisaku/t
antougyoumu/iz
umiotsusitiikifuk
ushikeikaku/inde
x.html
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指

標進捗への寄与等
事業費総額（円）
（一般財源等含む）

参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金 令和２年度事業実績（地域福祉分野）

◆グループ援助活動参加者延べ人数：1,018名（目
標：12,579名）、個別援助活動対象者延べ人数：
11,751名（目標：14,562名）

△

◆グループ援助活動開催件数：171件
（目標：1,100件）

△

◆相談件数：357件（目標：200件） ◎

◆グループ援助活動開催実数：379回（目標:750
回）、参加者延べ人数：13,340人（目標:38,000人）、
個別援助対象者実数：6,149人（7,700人）

△

◆相談延べ件数：6,672件（目標:920件）、大阪府社
会福祉協議会主催研修・ＣＳＷ養成研修：全員が1
回以上（目標:全員が1回以上）

◎

泉大津市
小地域ネットワーク活動
推進事業

小地域ネットワーク活動事業を推進するコミュニティワー
カーを設置し、地区福祉委員会、自治会、老人クラブ、民生
委員児童委員協議会、ボランティア連絡会等の関係諸団
体が参画する小地域ネットワーク活動推進委員会を中心
に、各地区において福祉活動を支える拠点を設置し、地域
において支援を必要とする人々に対して、住民主体による
必要な事業を行う。
・地区福祉委員会設置数 9か所
・活動内容
  個別援助活動（声かけ見守り友愛訪問）グループ援助
活動（食事サービス、いきいきサロン、地域リハビリ等）
・その他参考事項
  社会福祉協議会への補助事業。
  小地域ネットワーク活動のコーディネート等を担当する
コミュニティワーカーを3名配置。

小地域ネットワーク活動地区推進会の
数：市内９地区中５地区で立上げ（前年
度市内９地区中４地区）

支援の必要な独居高齢者や高齢者世帯な
ど、地域の関係諸機関、団体との情報共有
や連携を図り支援を継続していく。また、小
地域ネットワーク活動地区推進会を通し、住
民主体による活動体制を強化し、支援してい
く必要がある。

27,978,217

保険福祉部福祉政
策課

（理由）
コロナウイルス感染拡大の影響により活動が縮小されたため
目標を下回った。

福祉部福祉総務課

（理由）
新型コロナウイルスの感染拡大により、多くの活動が自粛と
なったため。

貝塚市
貝塚市コミュニティソー
シャルワーカー配置促
進事業

コミュニティソーシャルワーカーを効率よく機能させ、市域に
おける高齢者、障がい者、ひとり親家庭など、援護を必要と
するあらゆる人の福祉の増進を図る。
コミュニティソーシャルワーカーの配置人数及び配置所 3
名（社会福祉協議会に3名）
コミュニティソーシャルワーカーの役割・業務内容 要援護
者の支援（見守り、相談、地域とのつなぎ等）
その他参考事項 市社会福祉協議会への補助事業

相談件数の内、既存の公共サービス等
につないだ割合：令和元年度の実績
86.6％から90.0パーセントを目指す

相談件数の内、既存の公共サービス等につ
ないだ割合：31.9％
新型コロナウイルス感染症の拡大により生
活相談は増加したものの、経済的な不安等
については社会福祉協議会の特例貸付を
利用することで、とりあえず解決したケース
が多い。今後は貸付の利用を終了した世帯
からの相談が増加することが予想される。

15,000,000

福祉部福祉総務課

貝塚市
小地域ネットワーク活動
推進事業

高齢者、障害者、子育て中の親子等、自立生活を行う上で
支援を必要とする人々が、安心して地元で生活できるよう
に、地域で助け合う小地域ネットワーク活動に取り組む。市
内全域を網羅する校区福祉委員会が中心となり事業を進
める。
校区福祉委員会設置数 11地区
活動内容  個別援助活動（個別台帳の整備・管理、要援
護者への見守り、声かけ訪問活動等）
      グループ援助活動（ふれあいいきいきサロン、地
域行事への招待等）
その他参考事項  市社会福祉協議会への補助事業

小地域ネットワーク活動のサービス協力
員：令和元年度実績の1,325人から1,500
人を目指す

小地域ネットワーク活動のサービス協力員：
650人
新型コロナウイルスの感染が拡大する中、
従来どおりの活動を続けることは困難である
ため、新たな手法の開拓が求められている。

15,086,985

（理由）
新型コロナウイルス感染症の拡大により生活相談が増加した
ため。

健康福祉部地域福
祉課

（理由）
新型コロナウイルス感染拡大防止対策によるイベント中止等
の結果、目標値を達成することができなかった。

守口市
コミュニティソーシャル
ワーカー配置促進事業

 地域における高齢者、障害者、ひとり親家庭など援護を
必要とする者(以下「要援護者」という。)。またはその家族、
親族等の支援を通じて、地域の要援護者等の福祉の向上
と自立生活の支援のための基礎づくりを行い、地域福祉の
計画的な推進を図る。
・コミュニティソーシュルワーカーの配置人数及び配置場所
別内訳：配置人数2名、配置場所：①守口市社会福祉協議
会②いきいきネット相談支援センター③各コミュニティセン
ター
・コミュニティソーシャルワーカーの役割、業務内容：①要援
護者に対する見守り、相談等②セーフティーネット体制づく
り③地域住民活動のコーディネート 等
・社会福祉協議会へ委託

相談件数の９割以上において、専門機
関につなぐまたは解決又は支援方針を
明示

次年度についても新型コロナウイルス感染
症が原因による相談件数増加は想定される
ため、引き続き社会福祉協議会への委託に
よる相談業務を実施し、その他相談も含め
万全な体制で対応できるよう体制構築に努
める。

9,727,000

健康福祉部地域福
祉課

（理由）
新型コロナウイルス感染症が原因による、収入減少、失業等
に関する相談が大幅に増加した結果、目標数値達成となった。

守口市
小地域ネットワーク活動
推進事業

"自立生活を行う上で支援を要する人が安心して生活でき
るよう、おおむね小学校区に設置されている社会福祉協議
会の地区福祉委員会が中心となって地域住民の参加と協
力による支え合い、助け合い活動を行う。
・地区福祉委員会設置数：１９箇所
・活動内容：個別援助活動(声かけ、見守り、家事援助、軽
作業援助、なんでも相談、給食配食 等)
     ：グループ援助活動(６５歳以上の一人暮らしの方
ふれあい会食会 等)
・その他参考事項：市社会福祉協議会への補助事業"

100％（19地区中19地区） 昨年度に引き続き、新型コロナウイルスの影
響もあったためこのような実績になったと考
えられる。次年度についても、コロナウイル
スの状況を踏まえ集団感染が発生しないよ
う、守口市社会福祉協議会と調整を行い、計
画・実施していく。

19,653,000
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指

標進捗への寄与等
事業費総額（円）
（一般財源等含む）

参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金 令和２年度事業実績（地域福祉分野）

◆延べ参加者人数:97,651人（目標：30,000人）、実
施回数:1,343回（目標：1,000回）

◎

◆個別支援延べ件数：17,374件（目標：11,500件）、
地域活動延べ件数：2,215件（目標：3,500件）

◎

◆相談件数:152件（目標：171件） 延べ相談件数
4,301件（目標：7,600件） ケース検討会議開催回
数:17回（目標：43回）

△

◆個別支援対象者数（ネット数）：2,194人（目標：
2,100人） グループ支援活動開催回数1,338回（目
標：2,186回） 延べ参加者数:15,221人（目標：34,281
人）

○

◆実相談者数：1,754人
（目標：1,300人）

◎

福祉部地域福祉課

（理由）
延べ参加者人数及び実施回数が目標数値を上回ったため。

茨木市
コミュニティソーシャル
ワーカー配置促進事業

地域における要支援者の「見守り・発見・つなぎ」の機能を
強化するため、CSWを配置することにより、健康福祉セーフ
ティネットの確立を図る。
・CSWの配置人数及び配置場所別内訳
 配置人数14名（社会福祉協議会２名、社会福祉法人10
名、NPO法人２名）
・CSWの役割、業務内容
 地域福祉の計画的推進への支援、セーフティネット体制
づくり、要支援者等に対する見守り・相談等

セーフティネット会議の開催地区数 32
地区/32区中

 関係機関への周知活動の強化により、
CSW認知度が向上したことで、個別支援件
数が目標を大きく上回ったが、地域活動延
べ件数は新型コロナウイルスの影響で目標
を下回ってしまった。
 今後は、新型コロナウイルス感染症対策と
して、新しい生活様式を取り入れつつ、活動
を縮小せずに臨機応変に工夫しながら支援
を続けていく。

67,496,850

https://www.cit
y.ibaraki.osaka.jp
/shisei/shisaku_
keikaku/hoshin/
syouraizou1/135
2334820719.htm

l
https://www.cit
y.ibaraki.osaka.jp
/kikou/kenkof/s
oudanshien/men
u/139286101574

6.html

福祉部福祉総合相
談課

茨木市
小地域ネットワーク活動
支援事業

地域の住民の参加と協力により小地域での支え合い、助
け合い活動が推進され、要援護者が地域の中で安心して
生活することができる住みよい福祉のまちづくりを推進す
る。
○校区福祉委員会（小地域ネットワーク活動の実施組織）
設置数33箇所
○活動内容
 個別援助活動（見守り、声かけ訪問活動等）
 グループ援助活動（ふれあい食事サービス活動、地域リ
ハビリ活動、各種サロン等）
○その他参考事項 茨木市社会福祉協議会への補助事業

グループ援助活動実施地区数33地区
（100％）
事業開催あたり平均参加人数35名を目
標

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、１
回目の緊急事態宣言中には地域活動が完
全にストップしてしまった。しかし、そうした中
でも「何かできることがあるのではないか」と
これまで長年続けてきた活動や人と人との
つながり、温かさを絶やさぬよう知恵を出し
合い、感染防止をしながら活動方法を創意
工夫し実施した。その結果、改めて地域福祉
活動の目的やその大切さを振り返る機会に
もなった。これまで行き届かなかった人にま
で活動が行き届くなど、「コロナ禍」を「コロナ
機」に変える地域福祉活動者の力を感じる１
年でもあった。この１年間で培った活動のノ
ウハウを各地区福祉委員会同士で活発に情
報交換し、新たなアプローチ方法を検討す
る。

46,661,966

https://www.cit
y.ibaraki.osaka.jp
/shisei/shisaku_
keikaku/hoshin/
syouraizou1/135
2334820719.htm
l

（理由）
個別支援延べ件数 達成率151％
地域活動延べ件数 達成率63％

健康福祉部地域共
生推進課

（理由）
・配置方法の変更に伴う集計方法も変更したため、相談件数
が減少した。
・新型コロナウイルス感染症対策もあり、ケース検討会議の開
催回数が減少した。

泉佐野市
泉佐野市小地域ネット
ワーク活動推進事業

高齢者や子どもなど支援を必要としている人が地域で安心
して生活できるように、ボランティアの協力による支え合い・
助け合いのネットワークを小学校区ごとに張り巡らした重層
的な支援を行う。校区・支部ごとに個別支援活動及びグ
ループ支援活動を実施している。
●地区福祉委員会（小地域ネットワーク活動の実施組織）
設置数…１４ヵ所
●活動内容 個別支援活動…小ネット連絡会、見守り・声
掛け訪問活動、家事支援、介護支援等
●グループ支援活動…ふれあいいきいきサロン、ふれあい
食事会等
●その他…泉佐野市社会福祉協議会への補助事業。コ
ミュニティワーカーを３名配置

活動実施地区割合：市町村域の100%
（14地区中14地区）

活動実施地区割合：市町村域の100％（14地
区中14地区）
予定していた活動がコロナにより開催中止と
なっている。今後はICTの活用によって開催
することで感染リスクを軽減した中で開催で
きるように支援が必要。

22,052,670

健康福祉部地域共
生推進課

（理由）
コロナの影響により、グループ支援活動の中止を余儀なくされ
ているため、開催回数・延べ参加者数ともに減少している。しか
し個別支援活動については、感染対策を行い継続的に行って
いる。

泉佐野市
泉佐野市コミュニティ
ソーシャルワーク推進事
業

制度の狭間や複数の福祉課題を抱えるなど、既存の福祉
サービスだけでは対応困難な事案の解決に取り組むコミュ
ニティソーシャルワーカー（CSW）の機能を担う職員を中学
校区等の単位で設置する地域型包括支援センターに配置
し、地域における見守り・発見・つなぎ機能の強化を図る。
●ｺﾐｭﾆﾃｨｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ機能を担う配置人数及び配置場所
…5名 社会福祉協議会1名、高齢者等福祉施設…4名
●ｺﾐｭﾆﾃｨｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ機能の役割…福祉の相談窓口、相
談内容によって、行政や関係機関等へコーディネート
●その他…ｺﾐｭﾆﾃｨｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ機能職員配置事業所への
委託事業

問題解決率：総相談件数の100％ 令和2年10月から、中学校圏域ごとに、
CSW・地域包括支援センター・障害者相談・
生活困窮者自立支援事業等を1本化した窓
口を開催したことにより、他機関とケース検
討会を開催する必要性が低下した。また、相
談を受け付けてからCSW事業の相談として
集計するか、地域包括支援センター・生活困
窮の相談として集計するかを判断しているた
め、特に他の機関へのつなぎ・コーディネー
トを行う相談は今後も低い水準で推移すると
考えられる。
CSW事業だけでみれば、実績数値は低下し
たが、包括的相談支援体制が整備されたこ
とにより、ワンストップによる総合的な支援体

25,260,000

子育て福祉部地域
福祉課

（理由）
社会情勢により相談者数が増加し、昨年度実績及び目標値数
を上回った。

富田林市
福祉コミュニティ推進事
業

①コミュニティソーシャルワーカーの配置人数及び配置場
所別内訳
 ６名（市社会福祉協議会５名、市役所１名）
②コミュニティソーシャルワーカーの役割及び業務内容
 要援護者等の見守り・発見・相談、既存の公的サービスと
の連携、有用かつ新たなサービスの研究開発、地域福祉
計画の策定・見直し・推進等に積極的に関与及び協力する
こと等。
③その他参考事項
 市社会福祉協議会と市とで委託契約を締結し、委託事業
として実施。

地域の特色や要援護者を把握し、地域
の実情に合った地域づくりを促進。地域
住民が地域の課題を考え、解決してい
ける地域づくりを目指す。

自立相談支援事業と地域包括支援センター
等との連携による総合的な相談体制の構築
に取り組んでいく。

25,259,209
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指

標進捗への寄与等
事業費総額（円）
（一般財源等含む）

参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金 令和２年度事業実績（地域福祉分野）

◆グループ援助活動開催数：574回
（目標：1,700回）

△

◆年間相談述べ件数：2,000件
（目標：2,000件）

○

◆グループ援助活動参加者数（延べ数）12,007人
（目標：40,000人）、個別援助対象者数（述べ数）
28,674人（目標：15,000人）

-

◆地区での活動（研修会・講座・サロンなど）への参
加：496回（目標：800回）

△

◆相談件数：1,888件
（目標：1,650件）

◎

富田林市
小地域ネットワーク活動
推進事業

①校区福祉委員会（小地域ネットワーク活動の実施組織）
設置数：16校区・45か所
②活動内容：グループ援助活動（いきいきサロン活動・世代
間交流活動・子育て支援活動等）、個別援助活動（高齢者・
障がい者・子育て中の親子等）
③その他参考事項：市社会福祉協議会への補助事業。小
地域ネットワーク活動のコーディネート等を担当するコミュ
ニティワーカーを配置。

小学校区に加え、地域によっては自治
会や町会ごとに存在する校区福祉委員
会を今後も維持することで地域の活性
化を目指す。

コロナウィルス対策の実施、オンラインの活
用などにより、活動の継続や再開等につな
がるよう組んで行く。

11,245,173

子育て福祉部地域
福祉課

（理由）
コロナウィルスの影響により計画的な活動ができなかった。

市民保健部高齢福
祉課

（理由）
地域と密接に関わり、専門機関へのつなぎや、解決策や支援
方針を示すことができた。また、個別課題から地域課題への連
動など、地域活動へも関わり地域力向上にも寄与した。

河内長野市 地域福祉活動支援事業

河内長野市社会福祉協議会(以下｢協議会｣という｡)が行う
次の地域福祉活動支援事業に要する経費の一部を助成す
る。 (1)小地域ネットワーク活動推進事業(地区福祉委員会
等が主体となって、近隣住民等の参加・協力を得て実施す
る個人・グループ援助活動、協議会による地区福祉委員会
等への指導・助言[コミュニティワーカーの設置を含む]、地
区福祉委員会の活動拠点確保など) (2)地域福祉人材育
成事業(ボランティア育成事業、地域福祉コーディネーター
養成事業) (3)地域福祉ワークショップ事業(地域福祉や地
区福祉委員会の活動などについて考えを深めるワーク
ショップの開催)
 ○校区福祉委員会（小地域ネットワーク活動の実施組
織）設置数 15箇所
 ○その他参考事項 市社会福祉協議会への補助事業。
小地域ネットワーク活動のコーディネイト等を担当するコ
ミュニティワーカーを3名配置。

活動実施地区割合：市町村域の１００％
（１５地区中１５地区で実施）
※個別援助活動、グループ援助活動、
福祉委員会活動等、地域にて活動して
いる福祉委員会

新型コロナウイルスの影響により、サロンや
会食などのグループ援助活動が大きく減少
したものの、個別に訪問するなどの個別援
助活動が増えた。今後も状況を踏まえた活
動の検討が必要。
活動実施地区割合：市域の100％（１５地区
中１５地区で実施）

36,910,017

市民保健部高齢福
祉課

（理由）
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、グループ援助活動
が大きく減少した。一方で、少しでもつながりを保ち続けられる
ようにと個別援助活動が増大した。

河内長野市
地域コミュニティソー
シャルワーカー配置事
業

〇高齢化や核家族化が進む中で地域で支援を必要とする
人は年々増加傾向にあり、こうした要援護者を早期発見
し、必要な支援を提供する必要がある。R2年度も引き続
き、各公共施設内に設置の｢いきいきネット相談支援セン
ター｣を拠点として、コミュニティソーシャルワーカー（CSW）
を配置し、要援護者に対する見守り・発見、相談から適切
なサービスへの「つなぎ」の体制づくりを通じて、高齢者、障
がい者、ひとり親世帯などの援護を要する者やその家族等
への支援を行い、地域の要援護者等の福祉の向上と地域
福祉のセーフティネットの構築を図る。
○コミュニティソーシャルワーカーの配置人数
 7名（河内長野市社会福祉協議会 6名、河内長野市人権
協会 1名）
○その他参考事項 市社会福祉協議会及び市人権協会へ
の委託事業。

・相談件数のうち、専門機関につないだ
り、解決又は支援方針を示すことができ
た件数：総相談件数の90%以上

地域における高齢者、障がい者や子育て中
の父母等で支援を要する者（支援を要する
おそれのあるものを含む）などに対し、見守
り、課題の発見、専門的相談の実施、必要
なサービスや専門機関への紹介等の支援を
行うことにより、地域福祉ネットワークの構築
を図るとともに、要支援者等の自立と地域福
祉の向上を図ることができた。 32,457,540

福祉部福祉総務課

（理由）
新型コロナウイルス感染症の影響により活動を休止せざるを
得なくなり、活動が減少した。

松原市
松原市コミュニティソー
シャルワーカー配置事
業

コミュニティソーシャルワーカーが地域の要援護者の相談・
発見を行い、関係機関と連携しながら、身近な存在として
地域に密着した相談活動を実施する。

問題解決率  100％
問題解決件数（各福祉サービスに引継
いだ数等相談が終了できた数）/相談件
数

コミュニティソーシャルワーカーの認知度を
上げるため、地区で開催される研修会やサ
ロン活動へコミュニティソーシャルワーカーも
参加し、認知度の向上を行った。

10,388,000

福祉部福祉総務課

松原市
松原市小地域ネット
ワーク活動推進事業

高齢者、障がい者(児）、及び子育て中の親子等、地域内で
自立生活を行う上において支援を必要とする人々が安心し
て生活できるよう、地区福祉委員と連携をしながら、地域住
民の参加と協力による支えあい、助け合い活動の拠点を、
おおむね自治会・町会を単位とする地域で整備していく。
○地区福祉委員会設置数  28箇所
○活動内容 ・個別支援活動（見守り声かけ訪問、配食
サービス等）・グループ援助活動（いきいきサロン活動、健
康増進ウォーキング、子育てサロン活動、ふれあい食事
会、世代間交流・国際交流活動、ミニデイサービス活動等）
○その他参考事項 市社会福祉協議会への事業補助。小
地域ネットワーク活動のコーディネート等を担当するコミュ
ニティーソーシャルワーカーを3名配置。

活動実施地区割合 １００％（２８地区中
２８地区）
松原市社会福祉協議会からの報告によ
る。

個別ポスティングに重点を置いて活動を行っ
た。

32,887,000

（理由）
要援護者の早期発見を行い、相談者が相談先に困ることがな
いようにした。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指

標進捗への寄与等
事業費総額（円）
（一般財源等含む）

参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金 令和２年度事業実績（地域福祉分野）

◆個別相談件数：6,336件
（目標：7,000件）

○

◆個別援助活動（延べ人数）：25,534件
（目標：32,000件）

△

◆実相談件数：667件（目標：800件） 関係団体に
周知活動、意見交換を行った件数：3件（目標：10
件） 行政の審議会に参加した件数：2件（目標：８
件）

△

◆サロン数：新規立ち上げなし（目標：新規３か所立
ち上げ）、総設置数：１７２か所（目標：１７４か所）

△

http://www.syak
yo-
daito.jp/syoukai.
html#p07

福祉・子ども部福祉
政策課

（理由）
コロナ禍で従来のふれあいサロンの活動ができない中、趣向
を凝らした活動内容が展開されたものの、目標数値を下回った
為。

46,764,000
https://www.cit
y.daito.lg.jp/sosh
iki/20/1028.html

福祉・子ども部福祉
政策課

（理由）
コミュニティソーシャルワーカー自体への認知不足の可能性も
あるが、今年度は目標値を概ね達成している。

大東市
小地域ネットワーク活動
推進事業

福祉委員が要援護者を見守り、声かけ訪問を行ったり、小
地域ネットワーク活動として高齢者ふれあいサロンや子育
てサロンなど、地域のふれあいの場となる活動を展開す
る。
【設置数】校区福祉委員会 15ヵ所
【活動内容】個別援助活動…声かけ、見守り。ｸﾞﾙｰﾌﾟ援助
活動…ふれあいサロン、元気でまっせ体操、子育てサロン
【その他】市社会福祉協議会への補助事業。小地域ネット
ワーク活動のコーディネート等を担当するコミュニティワー
カーを３名配置。

旧小学校区の活動カバー率を100％を
目標にする。

コロナ禍で活動が難しい中、１か所に集まっ
てのふれあいサロン活動から個別見守り訪
問へシフトする傾向がみられた。今後も、コ
ロナ禍での新たな生活様式を取り入れた見
守り活動が続くと思われるので、自治会、老
人クラブ、民生委員児童委員、校区福祉委
員、福祉団体等と連携し、要援護者に対す
る見守り活動の数値を増やしていきたい。

17,545,000

大東市
コミュニティソーシャル
ワーカー配置事業

地域において援護を要する高齢者、障害者、子育て中の
親などの見守りや課題の発見、専門的相談の実施、必要
なサービスや専門機関へのつなぎ等を行うコミュニティソー
シャルワーカーを配置し、要援護者等の福祉向上と自立生
活の支援のための基盤づくりを行う。
【人数及び内訳】8名（社会福祉協議会2名、高齢者福祉施
設3名、障害者施設1名、人権関連施設2名）
【CSWの役割/業務内容】障害のある単身世帯の援助、DV
被害者の自立に向けたｻﾎﾟｰﾄ、地区内での災害時の取組
等
【その他】業務委託

相談案件の解決率を100％を目標にす
る。

 平成31年度地域福祉計画策定時に実施し
た市民アンケート結果では、コミュニティソー
シャルワーカーへの認知度が低い状況であ
り、コミュニティソーシャルワーカーへ相談が
必要な方であったとしても、相談ができてい
ない可能性がある。
 しかし、徐々にコミュニティソーシャルワー
カーへの認知度が高まっており、今後も認知
度を高めるための施策を行い、相談が必要
な方への環境づくりに努める。

和泉市
和泉市地域福祉総合相
談員配置促進事業

高齢者・障がい者・子育てなど、様々な分野で支援を要す
る地域住民に対する相談、見守り、サービスへのつなぎ、
心のケアなど、幅広い支援を行う総合的な福祉の専門職で
ある地域福祉総合相談員（以下コミュニティソーシャルワー
カーの略称として「ＣＳＷ」という。）」を、住民に身近な生活
圏域において配置し、すべての人が安心していきいき暮ら
せるよう地域福祉の向上と自立生活支援のための基盤づ
くりを行い、地域の健康福祉セーフティネット（いきいきネッ
ト）の構築と、トータルな地域ケアシステムの実現を図ること
を目的とする。
○事業内容
（１）地域住民が安心して暮らせるための様々な個別相談、
安否確認、虐待の予防・見守り・発見及びサービスへのつ
なぎ機能を強化しながら、地域のボランティアや事業所、関
係機関等と連携し、地域の福祉力向上をサポートするこ
と。
（２）支援を要する本人及び家族全体の複合的なニーズを
ワンストップで受け止め、課題整理しながら本来の関係機
関へつなぎ、課題解決を図ること。
（３）（１）、（２）を行う中で見えてくる、既存の制度では充足
しきれない「制度の狭間にあるニーズ」を把握し、専門機関
や地域住民、各種団体等とのチームアプローチを通じた新
たなサービス・システムの提案や開発を、行政とともに取り
組むこと。
（４）地域福祉の計画的な推進に関すること。
○ＣＳＷ配置人数及び配置場所別内訳
１１名（兼務を含む。社会福祉協議会２名、高齢福祉施設９
名）
○その他参考事項
市内８か所の事業所に事業委託。ＣＳＷを複数名配置して
いる事業所があるが、委託料は他事業所と同額

問題解決率：総相談件数の60％ 新型コロナウイルス感染拡大により、地域活
動が中止や延期となることがあり活動件数
が減少した。
新型コロナウイルス感染予防策を実施し、地
域で困っている人の声を拾えるよう、活動内
容を工夫する。

26,800,000

福祉部福祉総務課

（理由）
新型コロナウイルス感染拡大により、地域活動が中止、延期に
なることがあり、前年の実数を下回っている。

和泉市
小地域ネットワーク推進
事業

小地域(概ね小学校区)を単位として、地域の高齢者・障が
い者(児)、子育て中の親子など、自立した生活を行う上で
支援を必要とする人々を対象に行う、地域住民による支え
合い助け合い活動であり、見守り・声かけ訪問活動を中心
とする個別援助活動といきいきサロン・子育てサロンを中
心とするグループ援助活動を実施する。
○校区社会福祉協議会設置数 ２１か所
○活動内容
・個別援助活動(見守り声かけ訪問・緊急時の連絡、通報・
情報提供・登下校見守り等)
・グループ援助活動（いきいきサロン、子育てサロン、会食
会、世代間交流等）
○その他参考事項
 市社会福祉協議会への補助事業。

活動実施地区割合：市町村域の100％
（21小学校区中21小学校区）

新型コロナウイルス感染拡大に伴い、サロン
の中止もあった。また、緊急事態宣言解除
後も地域により感染の不安からサロン活動
を見合わせる地域もあった。
今後、新型コロナウイルス感染予防策を行
い、サロン活動の実施方法を工夫すること
で、地域で孤立する人が減少し見守り活動
行えるような活動を実施する。 27,011,430

福祉部福祉総務課

（理由）
新型コロナウイルス感染拡大に伴い、サロン活動の自粛や中
止などにより前年度を下回った。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指

標進捗への寄与等
事業費総額（円）
（一般財源等含む）

参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金 令和２年度事業実績（地域福祉分野）

◆活動の具体化の検討：10校区（目標：10校区） ○

◆地域課題を解決するための住民活動数：4件（目
標：10件）

△

ボランティア 個人登録：39名（目標:60名）団体登
録：57団体（目標:80団体）

△

◆グループ援助活動開催件数：369回（目標：1,000
回）、延べ参加者数：3,387人（目標：25,500人）、延
べ個別援助対象者数：13,793人（目標：10,200人）

○

◆延べ件数3,317件・ケース会議18回/年（目標：新
規相談120件、延べ相談件数1,800件）・住民懇談会
0回（目標：2回）・事例検討会議12回/年（目標：1回/
年）

○

和泉市 地域福祉推進事業

①地域福祉の推進を目的とする社会福祉協議会が、各地
域の地域福祉推進の代表者（校区社協会長）と連携を図
り、情報共有・課題を検討するための会議を開催する。
 ○役員会議開催回数 年６回、会議参加人数 １回あた
り５名
 ○会長会議開催回数 年６回、会議参加人数 １回あた
り２１名

②第4次地域福祉活動計画の重点施策に位置付けている
「地域の課題を定期的に話し合える協議の場づくり」につい
て、各校区に対し設置に向けた場づくり支援及び継続的な
実施支援を行う。
 ○２1校区の協議の場を継続支援する。
 
 ○参加人数 １回あたり１５～３０名

協議の場で地域課題解決の企画を立案
し、実施された校区の数：10校区

新型コロナウイルス感染拡大により地域で
行っている「協議の場」が自粛、延期された。
今後新型コロナウイルス感染予防策を実施
し、従来の方法にとらわれることなく、地域活
動が実施できるよう関わる。

211,711

福祉部福祉総務課

（理由）
新型コロナウイルス感染拡大により地域活動が、自粛、延期さ
れたが、感染対策を実施し活動の具体化の検討が行われた。

和泉市 地域福祉活動支援事業

地域住民を中心とした会議（概ね小学校区単位）等におい
て議論された課題について、地域住民自身が解決するた
めの住民活動を促進・支援するものです。また、全小学校
区の住民団体で本補助金を活用されるよう助言、活動支
援をおこないます。
いきいきサロンや子育てサロン等小地域ネットワーク事業
の地域福祉活動の充実、ボランティア研修会・交流会・スキ
ルアップ講座など福祉活動状況や情報を広く地域住民に
周知し、地域福祉の振興をはかる。

地域活動を通じて解決された地域課題
10件

新型コロナウイルス感染拡大のため活動の
自粛などにより、地域の住民課題を解決す
るための活動が減少した。
今後新型コロナウイルス感染予防策を実施
し、従来の方法にとらわれることなく地域の
住民活動が実施できるように関わる。

219,629

福祉部福祉総務課

（理由）
新型コロナウイルス感染拡大により地域活動が自粛、延期さ
れたことにより前年を下回った。

箕面市
ボランティア活動推進事
業

ボランティア活動の啓発や活動者の発掘、活動支援、福祉
教育の推進。
災害時にはボランティアセンターを開設。そのため平時か
ら講習会等を開催し体制づくりを進める。また、活動者の顔
の見える関係づくりを構築していく。

ボランティア登録者（団体）数 前年度よ
り20%増加

ボランティア団体同士が情報共有できるよ
う、オンラインも活用しコロナ禍でのボラン
ティア活動について話し合っていく。また、災
害時に備えた研修会や災害ボランティアセ
ンター設置訓練などを各種団体と共に実施
し、災害ボランティアネットワークの構築を
図っていく。

1,730,831

https://www.cit
y.minoh.lg.jp/life
plaza/chiikihuku
shikeikaku/index
1.html

健康福祉部 健康
福祉政策室

（理由）
新型コロナウイルス感染拡大の影響で活動中止が増えたた
め。

箕面市
小地域ネットワーク活動
推進事業

概ね小学校区単位で、地域の高齢者・障がい者、子育て中
の親子などの要援護者を対象とした地域住民による支え
合い助け合い活動を実施する。
 ・校区福祉委員会設置数 13箇所
 ・活動内容
   グループ援助活動(いきいきサロン、子育てサロン、世
代間交流等)
   個別援助活動(見守り活動等)
 ・その他参考事項
  市町村社会福祉協議会への補助。コミュニティワーカー
を4名配置。

参加者に対する個別援助活動の割合
40%

オンラインの活用、屋外での活動など、コロ
ナ禍でもできる活動方法を地域の方々と一
緒に考えていく。なにもできないのではなく、
なにか必ずできるはずだという視点で、話し
合いの場を積極的に設け、地域住民による
自発的な活動を醸成していく。

27,935,000

https://www.cit
y.minoh.lg.jp/life
plaza/chiikihuku
shikeikaku/index
1.html

健康福祉部健康福
祉政策室

（理由）
新型コロナウイルス感染拡大の影響で、居場所に集まる活動
などを中止した。しかしコロナ禍のフレイル予防などを念頭に、
手紙や電話での見守り活動や、アンケートなどでニーズ調査を
実施した。

柏原市
コミュニティソーシャル
ワーカー配置促進事業

一人暮らし高齢者や生活困窮者、障がい者世帯など地域
から孤立しがちな要援護者を早期発見し、必要な支援へと
つなぐためのセーフティネットの役割を担うコミュニティソー
シャルワーカーを配置し、中学校区圏域での地域における
包括的相談支援体制の中心的な役割として、相談窓口に
なることをはじめ、個別支援や要援護者の見守り活動、民
生委員や地区福祉委員等への連携支援活動、地域の実
情に応じた新たな福祉システムの構築を図る。

活動指標の80％以上の達成 コロナ禍の影響を受け、経済的な相談を発
端に引きこもり等の複合的な課題を有する
相談が増えた。それに関わる専門職間の連
携は、オンラインを活用するなどの手段で継
続することができた。また、感染症を機に災
害等のリスクに対して、事業継続を考える機
会となった。

23,351,631

健康福祉部福祉総
務課地域福祉係

（理由）
コロナ禍の影響を受け、経済的な相談を発端に引きこもり等の
複合的な課題を有する相談が増えた。専門職間のケース会議
や事例検討会議はコロナ禍においても継続的に実施したが、
一方、住民も参加者とする住民懇談会は中止とせざるを得な
かった。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指

標進捗への寄与等
事業費総額（円）
（一般財源等含む）

参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金 令和２年度事業実績（地域福祉分野）

◆グループ活動参加述べ1,287人（目標：11,300
人）・ほのぼの利用述べ2,889人（目標：7,000人）・友
愛訪問述べ17,196人（目標：18,000人）・苦情解決実
19人（目標：30人）・ふれあい参加実0団体（目標：10
団体）

△

◆相談件数：663件（目標：500件） 羽曳野市地域
福祉専門職ネットワーク研修会構築のための研修
会の開催：3回（目標：2回×3エリア）

○

◆活動実施地区：14校区（目標：14校区） グループ
援助活動参加者数：8,590人（目標：39,000人） 個
別援助活動参加者数：27,136人（目標：28,000人）

△

◆14校区で年間3回以上の推進チーム会議がすべ
て中止。年間2回の運営会議も開催できず。中間エ
リアでの専門職ネットワーク交流会の開催を協働し
て実施する。(目標：14校区で年間3回以上の推進
チーム会議を開催する。年間2回の運営会議を開
催する。中間エリアの開催を協働して実施する。)

△

◆住民アンケート（実件数）：2,800件（目標:2,800）、
市域7か所での地域懇親会の開催（目標:市域7か
所での地域懇親会の開催）

○

柏原市 地域福祉推進事業

・市内小学校区9地区に地区福祉委員会を設置し、一人暮
らし高齢者への友愛訪問等の個別援助や子育てサロン等
のグループ活動の実施を支援する。
・地域福祉サービス向上を目指して、福祉活動専門員と苦
情解決相談員の配置のため、市社協に補助。
・ほのぼのかたしも（地域拠点として高齢者から子育て中ま
での方が利用できるスペースとして開放）の運営補助を通
じて、地域福祉の促進やボランティアの育成を目的とする。
・年1回「市民ふれあい広場」を実施し、ボランティアグルー
プの発表や施設・機関の周知活動を行う。今年度は例年
の会場が工事のため、企画を変更し地域活動推進セミ
ナーの実施を予定している。

活動指標の80％以上の達成 コロナ禍の影響を受け、集団で開催する事
業は中止せざるを得なかった。一方、友愛訪
問などは感染症対策をとった上で継続した。
また、オンラインを活用するなど、集まらなく
ても人と人のふれあいができる事業を模索
する1年となった。

32,486,915

健康福祉部福祉総
務課地域福祉係

（理由）
コロナ禍の影響を受け、グループ活動や地域拠点での活動人
数は大幅に減少した。一方、友愛訪問など感染症対策をとった
うえでできる事業は継続して行えた。

羽曳野市
羽曳野市コミュニティ
ソーシャルワーカー配置
事業

地域における要援護者の「見守り・発見･つなぎ」の機能を
強化するため、コミュニティソーシャルワーカーを配置する
ことにより、いきいきネットの確立を図る。
○コミュニティソーシャルワーカーの配置人数及び配置場
所別内訳
  ３名（社会福祉協議会２名、高齢福祉施設１名）
○コミュニティソーシャルワーカーの役割、業務内容
  地域福祉計画推進への支援、セーフティネット体制づく
り、要援護者に対する見守り・相談、市への情報提供等
○その他参考事項
  市社会福祉協議会・高齢福祉施設への委託事業
実施体制：CSW配置人数3名（社会福祉協議会2名、社会
福祉施設1名） 委託事業で実施

新規相談件数の80%以上を課題解決又
は他機関に適切に繋ぐことにより終結さ
せる。  「全世代・全対象型包括ケアネッ
トワーク」構築のために領域を越えた関
係機関の顔の見える関係の構築

新型コロナウイルス感染拡大により、民生委
員など地域住民からの相談は減少したが、
家族からのひきこもりや教育機関からの相
談が増加している。今後、さらに複合的・複
雑化した相談が増えてくると考えられる中、
地域福祉専門職ネットワークの構築の推進
はますます必要となってくる。また、コミュニ
ティソーシャルワーカや生活支援コーディ
ネーターなど新たな地域支援の担い手が地
域住民を“つなぐ”役割となることを期待す
る。

16,615,500

https://www.cit
y.habikino.lg.jp/s
oshiki/hokenfuk
ushi/fukusi_sou
mu3/chiikifukus
hinitsuite/8745.
html

保健福祉部福祉総
務課

（理由）
新型コロナウイルスの影響もあったが、概ね目標を達成できた
ため。

羽曳野市
小地域ネットワーク活動
推進事業

要援護者等が地域で安心して生活できるよう小学校区を単
位として、おもに、見守り活動、手助けなどの個別援助活動
とサロン活動などのグループ援助活動を、校区福祉委員会
が実施している。
 ○校区福祉委員会（小地域ネットワーク活動の実施組
織）設置数  １４箇所
 ○活動内容   ・個別援助活動（災害時要援護者支援
台帳の平常時における活用、見守り声かけ訪問活動等）
            ・グループ援助活動（いきいきサロン、会
食会、子育てサロン、世代間交流 等）
 ○その他参考事項
   市社会福祉協議会への補助事業。小地域ネットワー
ク活動のコーディネート等を担当するコミュニティワーカー
を３名配置。

活動実施地区割合：１００%（全小学校
区：１４校区）
新たなグループ援助活動の開始

新型コロナウイルス感染拡大によって、地域
活動者の減少や、高齢化と相まってリタイヤ
される方が増えている。また、地域の集まり
や会議の多くが中止となり、地域活動の企
画・運営基盤が縮小し、新たな活動展開をし
にくくなっている。同時に、今まで行ってきた
取り組みの必要性を改めて実感されている
方も多く、今後は、従来の方法に固執せず、
感染予防対策を行いつつ、コロナ禍でもでき
る活動の提案や他市の取り組み状況などの
紹介するなどして活動を推進していく。

17,400,000

保健福祉部福祉総
務課

（理由）
新型コロナウイルス感染症の為、対面での取組みの多くが中
止となった

羽曳野市
ふれあいネット雅び推進
事業

住民参加の自主的な福祉活動（校区福祉委員会の小地域
ネットワーク活動等）と専門職種・行政が協働し、要援護者
を地域で支えようという取り組み。
対象は高齢者に限定せず、子ども・障がい者までその範囲
を拡大し、あわせて担当各課にも参加を呼びかけ、総合的
な地域福祉推進を図っている。また、ふれあいネット雅びを
活用した『全世代・全対象型包括的ケアネットワーク』を中
間エリアにおいて構築している。
事務局：社会福祉協議会
関係各課等：地域包括支援課、健康増進課、福祉総務課、
生活福祉課、こども課、障害福祉課、ＣＳＷ、地域福祉専門
機関

地域住民と行政、専門職が顔の見える
関係となり下記の機能を果たす。
①地域の見守りからの発見を専門職に
繋ぎ早期に支援を行う
②地域の福祉ニーズにあった社会資源
を開発する
③福祉教育
④各専門機関の事業推進

地域住民と行政、専門職の連携のネット
ワークであるふれあいネット雅びの推進会議
は、新型コロナウィルス感染防止のため中
止し、コミュニティソーシャルワーカーと協働
し、CSW圏域（東・中・西エリア）での専門機
関のネットワーク構築を目指すための交流
会を研修会という形で年2回行った。また、コ
ロナ禍におけるふれあいネット雅びの機能
強化も今後の課題であり、社会福祉協議会
を中心として更なる強化を図る。

3,364,020

保健福祉部福祉総
務課

（理由）
新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、会議が中止とな
り、目標数値の中間エリアの専門職ネットワーク交流会の開催
（2回）のみが達成できたため

羽曳野市
第4期羽曳野市地域福
祉計画策定業務

第４期羽曳野市地域福祉計画（R03年度～）を策定するた
めに、住民を対象とした住民懇談会やアンケートによる
ニーズ調査及び各種福祉団体とのヒヤリングの実施等を
行う。

第4期羽曳野市地域福祉計画の策定 住民アンケートや関係団体等へのアンケー
ト、また地域住民へのヒヤリングを行うことで
地域の課題やニーズを把握することができ
た。それらをもとに策定した第4期地域福祉
計画を指針として、今後、1年ごとに進捗状
況を確認し5年をかけて地域福祉施策の取り
組みを推進していく。

5,137,000

保健福祉部福祉総
務課

（理由）
住民アンケートは回収率が50.3%と高く、予定していた懇親会も
すべて開催できた。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指

標進捗への寄与等
事業費総額（円）
（一般財源等含む）

参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金 令和２年度事業実績（地域福祉分野）

◆グループ援助活動参加者数延べ17,220名（目
標:36,000名） 個別援助活動対象者数延べ12,738
名（目標:7,800名）

△

◆個別相談延べ件数：684件
（目標：420件）

◎

◆ボランティア登録人数：106人
（目標：80人）

◎

門真市
小地域ネットワーク活動
推進事業

 地域の高齢者、障がい(児)者及び子育て中の親子等自
立生活を行う上において支援を必要とする人々が安心して
生活できるよう、地域住民の参加と協力による支え合い、
助け合い活動を概ね小学校区を単位とする地域で推進す
る。
校区福祉委員会ごとにグループ援助活動として、いきいき
サロン、世代間交流、子育てサロン等を実施し、個別援助
活動として要支援者の見守り声かけ訪問活動、配食サービ
ス等を実施する。さらに、精神障がい者理解促進事業やこ
れまで養成した認知症サポーターのフォローアップ等を実
施する。
○校区福祉委員会（小地域ネットワーク活動の実施組織）
設置数
 15箇所
○活動内容
 ・個別援助活動（個別台帳整備、見守り声かけ訪問活
動、配食サービス 等）
 ・グループ援助活動（いきいきサロン、ふれあい食事サー
ビス、世代間交流 等）
○その他参考事項
 市社会福祉協議会への補助事業。小地域ネットワーク活
動のコーディネート等を担当するコミュニティワーカーを
 2名配置。

見守り・声かけ訪問活動ボランティア協
力数 1,000人
グループ援助活動ボランティア協力数
400人

 グループ援助活動参加者数については、
目標数値を下回る実績となった。個別援助
活動対象者数については、目標数値を上
回ったものの、各校区での活動内容につい
て再度検討したり、活動の周知方法を工夫
するなどして新たな参加者の取り込みを図る
必要があるため、引き続き事業実施団体で
ある社会福祉協議会と連携し、積極的な活
動を促していく。
 また、個別援助活動については、現在、対
象者のほとんどが高齢者であるため、障が
い者や子育て中の親子などに対しての活動
についての情報提供を行うなど、活動しやす
い環境の整備に努める。

17,395,508

保健福祉部福祉政
策課

（理由）
個別援助活動については目標を達成したものの、グループ援
助活動については新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影
響を受けて活動が縮小し、目標を下回ったため。

門真市
コミュニティソーシャル
ワーカー配置事業

 地域の要援護者等の福祉の向上と自立生活の支援のた
めに基盤づくりを行い、地域福祉の計画的な推進に資する
ことにより、いきいきネットの構築を図ることを目的とする。
 また、要援護者等からの相談・つなぎの業務を行い、地
域住民活動のコーディネート、企画・立案機能の強化など、
実施要綱に基づき業務を行う。
○コミュニティソーシャルワーカーの配置人数及び配置場
所別内訳
 １箇所２名（市社会福祉協議会）
○コミュニティソーシャルワーカーの役割、業務内容
 １ 地域福祉の計画的な推進
  ①門真市地域福祉計画の推進及び将来の改定にかか
る門真市への情報提供
  ②地域住民活動のコーディネート（住民懇談会の開催、
住民活動のコーディネート、要援護者の組織化支援等）
 ２ 要援護者に対する見守り・相談・つなぎのセーフティ
ネット体制づくり（個別相談、各種サービス利用申請支
   援、ケース検討会の開催、地域住民等を対象とする研
究会の開催、門真市地域福祉連絡会の開催 等）
○その他参考事項
 市社会福祉協議会への委託事業
 平成28年4月からコミュニティソーシャルワーカーを１名増
員し、２名体制で小中学校との連携などアウトリーチ支援
の強化を図る。

アウトリーチによる機能強化に努め、制
度の狭間にある課題や複合的な課題を
抱えた人の課題解決を図る。また、学校
や教育分野の相談機関とも連携を図
る。

個別相談延べ件数について、前年度実績の
397件、前々年度実績の456件を上回った。
地域住民等を対象とする研究会の開催な
ど、地域共生社会に繋がる地域づくりに資す
る取組については、新型コロナウイルス感染
症拡大の影響もあり実施できなかった。今後
は、アウトリーチによる機能強化や他機関連
携に活動の重きを置き、ＣＳＷの認知向上に
努める。

12,387,268

保健福祉部福祉政
策課

（理由）
個別相談延べ件数の目標数値を大きく上回ったため。

門真市
市民公益活動支援セン
ター運営事業

 市民等が営利を目的とせず、自発的かつ自主的に取り組
む社会貢献活動を支援し、行政との協働を促進することを
目的として、市民公益活動支援センターの運営を行う。
 また、市民公益活動を行う上での相談・助言および人材
育成に努め、市民公益活動に係る関係機関との連携およ
び交流の促進を行うとともに、市民公益活動を行う際やＮＰ
Ｏ法人を設立する際の申請書類等についての相談も行っ
ている。

ＮＰＯやボランティア活動に参加している
人の割合 22％

 新しい生活様式や感染症対策を取り入れ
た、自発的かつ自主的な社会貢献活動を支
援するため、相談者に対し、適切な助言や
マッチング等を行った。
 引き続き、相談者に対する支援や新たな活
動の担い手の発掘と人材育成に努める。

588,988

市民文化部地域政
策課

（理由）
 コロナ禍で不安を抱える中、活動が大きく制限されたが、 ＮＰ
Ｏ法人や地縁団体、企業等など幅広い相談に対応するととも
に、ＮＰＯ法人の申請書類の相談など、中間支援組織として、
適切な助言や連携を行った。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指

標進捗への寄与等
事業費総額（円）
（一般財源等含む）

参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金 令和２年度事業実績（地域福祉分野）

◆参加者数 710人
（目標：622人）

◎

◆市民意向調査送付者数 3,000人（目標:3,000人） ◎

◆・グループ援助活動開催件数：46回）（目標:500
回） ・延べボランティア数1,349人（目標:4000人）・
個別援助対象者数：1,047人（目標:1500人）

△

◆延べ相談件数：3,719件
（目標：4,300件）

△

◆独居登録：1,319件（目標：1,600件）、高齢者のみ
世帯登録：7件（目標：15件）、年間訪問件数：延
6,837件（目標：延8,000件）

○

門真市
「歩こうよ・歩こうね」運
動推進事業

高齢者が運動習慣を身につけ、健康の保持・増進を図るた
め、老人クラブ連合会との共催により「歩こうよ・歩こうね」
運動を行う。
 高齢者が気軽に参加できる運動を奨励することにより、
高齢者の健康の維持・増進を図るため、平成21年度から実
施しており、高齢者がこの運動を自主的に取り組むことに
より、閉じこもりの予防にもなり、高齢者の健康の維持及び
足腰の弱りを食い止め、介護予防につながる。
 市内の各単位クラブにサポーターを設置し、個人集計表
の取りまとめを委託しており、各サポーターから提出された
集計表を市老人クラブ連合会で取りまとめ、成績に応じて
記念品の贈呈を行っている。
 また、１年を通じて優秀な成績を修めた方に市長表彰を
行っている。

延べ達成者数 2,342名 新型コロナ感染症の拡大により、引きこもり
となる高齢者の増加も見込まれるため、門
真市老人クラブと協力し「歩こうよ・歩こうね」
運動の周知をはかることで参加者を増やし、
高齢者の健康の保持・増進に引き続き努め
ていく。

433,178

保健福祉部高齢福
祉課

（理由）
各老人クラブに呼びかけたことにより、登録者数が増加したた
め。

門真市 地域福祉計画策定事業

 令和３年度末で「門真市第３期地域福祉計画」の計画期
間が終了することに伴い、令和３年度に第４期地域福祉計
画を策定するため、既存の計画の評価や検討を行い、令
和２年度に下記の市民意向調査等を実施する。
・市民意向調査（アンケート 3,000人）
・データ収集・分析

市民、事業所及び関係団体に対し意向
調査を行い、現状を把握し、課題整理を
することにより、第４期地域福祉計画策
定の基礎を構築する。

目標を達成できたため、本事業は終了し、今
後は、第４期地域福祉計画の策定に移行し
ていくこととなる。
なお、本アンケート調査の有効回収率が
40.9％だったので、回収率の向上が課題とし
て残った。

3,135,000

保健福祉部福祉政
策課

予定通り、市民意向調査等を実施できたため。

摂津市
小地域ネットワーク活動
推進事業

・活動実施地区割合：市町村域の100%
（12地区中12地区で実施）

新型コロナウイルス感染症の影響により、グ
ループ援助活動などが計画通りに開催でき
なかった。今後は、新型コロナウイルス感染
症の影響を鑑みながら小地域ネットワーク活
動のさらなる活性化により、地域福祉推進を
図る

15,966,000

保健福祉部保健福
祉課

（理由）
各項目ともに、目標数値に届かなかったため。

概ね小学校区単位にて設置した校区等福祉委員会におい
て、地域の高齢者・障がい者、子育て中の親子などの要援
護者を対象とした地域住民による支え合い助け合い活動を
実施する。
・校区福祉委員会（小規模ネットワーク活動の実施組織）設
置数１２箇所
・活動内容
・グループ援助活動（いきいきサロン、子育てサロン、世代
間交流等）
・個別援助活動（ひとり暮らし高齢者見守り活動等）
・その他参考事項
市社会福祉協議会への補助事業。活動のコーディネー
ター等を行うコミュニティーソーシャルワーカーを３名配置。

摂津市
コミュニティーソーシャル
ワーク事業

 高齢化や核家族化が進む中で地域で支援を必要とする
人は年々増加傾向にあり、こうした要援護者を早期発見
し、必要な支援を提供する必要がある。
 コミュニティソーシャルワーカー（CSW）を配置し、要援護
者に対する見守り・発見、相談から適切なサービスへの「つ
なぎ」の体制づくりを通じて、高齢者、障がい者、ひとり親世
帯などの援護を要する者やその家族等への支援を行い、
地域の要援護者等の福祉の向上と地域福祉のセーフティ
ネットの構築を図る。

・実施体制：CSW配置人数３名（配置場所は社会福祉協議
会）

相談のうち、専門機関につないだり、解
決等できた割合：50%

相談を受けやすい環境にするために、引き
続き、地域のつながりを進める。

13,830,000

保健福祉部保健福
祉課

（理由）
目標数値を超えることはできなかった。

摂津市 地域福祉活動支援事業

１、地域福祉活動の支援として社会福祉協議会に委託して
いるサロン、リハサロン活動（旧12小学校区にて毎月2回実
施）にヘルパーを派遣し、地域住民同士の交流促進、運動
機能向上の支援を行う。
２、民生委員が把握する独居高齢者で登録を行っている者
（約1,500人）に対し、社会福祉協議会のライフサポーター
（独居老人見守りヘルパー）が順次訪問し、安否確認を行
い、また日頃困っている事等がないかの聞き取りを行う。
また、平成28年11月より登録を行っていない市内に住む75
歳以上の方全て（介護サービスなどを全く受けていない方）
を対象に順次訪問を行うため、ライフサポーターも3名から5
名に増員し実施している。

１．今後も増加が見込まれる地域の高
齢者の閉じこもり防止や、介護予防に寄
与する。
２．援助を必要とする高齢者を見守り、
支援することで問題の早期発見、早期
対応が図られ、高齢者が地域で安心し
て暮らせる体制づくりに寄与する。

転居や死亡、家族との同居などの理由から
登録の廃止も多いが、継続した周知が必要
である。
75歳以上高齢者訪問により、住基上の情報
でなく、実態の把握を継続しておこない、必
要な対象者への登録の斡旋をしていく必要
がある。

13,650,460

https://www.cit
y.settsu.osaka.jp
/material/files/g
roup/63/R3kour
eiservice1.pdf

保健福祉部高齢介
護課高齢福祉係

（理由）
75歳以上の訪問を実施することで、ひとり暮らし登録の周知が
でき、登録に至ることができた。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指

標進捗への寄与等
事業費総額（円）
（一般財源等含む）

参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金 令和２年度事業実績（地域福祉分野）

◆個別援助活動対象者数：146,550名（目標60,000
名） グループ援助活動数：2,272名（11,500名）グ
ループ援助活動開催件数：64回（550回）

◎

◆高齢者：66件、障がい者18件、親子家庭108件、
その他：1,414件、計：1606件（目標：275件）

◎

◆市の公共施設をはじめ、市民が集うイベントなど
においても配布する。令和2年度に3,000部発行。
（目標：1,500部）

△

◆グループ援助活動開催件数：42回（目標:50回）、
延べ参加者数：735人(目標:1,000人)、個別援助対
象者数：5,999人、延べ訪問回数24,002回(目標
23,000回)

○

高石市
小地域ネットワーク推進
事業

小地域ネットワーク活動事業を推進するコミュニティワー
カーを配置し、校区福祉委員会等の各種関係機関が参画
する会議を設置・運営を行うとともに住民への広報・啓発、
支援を必要とする人々に対してサービス支援を行う。
〇校区福祉委員会設置数 7ヵ所
〇小地域ネットワーク活動のコーディネート等を担当するコ
ミュニティワーカー３名を配置。
〇活動内容：見守り、声掛け訪問、ガイドヘルプ、配食サー
ビス、その他小地域事業の目的を達成するために必要な
個別援助活動など。また、いきいきサロン・ふれあいサービ
ス・世代間交流・子育て支援・コミュニティカフェ等、小地域
事業の目的を達成するために必要なグループ援助活動を
実施。隣人同士が顔の見える関係づくりを構築し、地域で
安心して暮らせるまちづくりを目指す。
〇その他参考事項
社会福祉協議会への補助事業

活動実施地区割合：市域の100％(7小学
校区で実施)

新しい生活様式の考えのもと、感染予防策
を兼ねた『オープンカフェ（野外カフェ）』など
のコミュニティカフェの提案や実施の働きか
けを行う。ＣＳＷが積極的に地域に出向き、
孤立予備軍等の見守り支援やフレイル解消
支援など、生活支援コーディネーターと見回
り活動を行う。
また、外出自粛イコール活動自粛となり、地
域福祉活動が低迷しないよう、地域の役員
等に対し、活動の必要性の訴えや意識付け
活動を行う。 11,810,000

保健福祉部 社会
福祉課

（理由）
活動実施地区割合：市町村域の100％(７小学校区で実施)
外出自粛期間内においても、新しい生活様式に合わせた高速
道路の高架下を活用した『オープンカフェ（野外カフェ）』など開
催し、地域の居場所づくりに努めた。

高石市
コミュニティソーシャル
ワーカー配置事業

 小地域ネットワーク活動事業を推進するコミュニティワー
カーを配置し、校区福祉委員会等の各種関係機関が参画
する会議を設置・運営を行うとともに住民への広報・啓発、
支援を必要とする人々に対してサービス支援を行う。
〇校区福祉委員会設置数 7ヵ所
〇小地域ネットワーク活動のコーディネート等を担当するコ
ミュニティワーカー３名を配置。
〇活動内容：見守り、声掛け訪問、ガイドヘルプ、配食サー
ビス、その他小地域事業の目的を達成するために必要な
個別援助活動など。また、いきいきサロン・ふれあいサービ
ス・世代間交流・子育て支援・コミュニティカフェ等、小地域
事業の目的を達成するために必要なグループ援助活動を
実施。隣人同士が顔の見える関係づくりを構築し、地域で
安心して暮らせるまちづくりを目指す。
〇その他参考事項
社会福祉協議会への補助事業

活動実施地区割合：市域の100％(7小学
校区で実施)

新しい様式で実施するオープンカフェなどの
コミュニティカフェに、積極的に訪問し、孤立
予備軍等の見守り支援やフレイル解消支援
など、生活支援コーディネーターとともに働き
かけを行う。
また、外出自粛イコール活動自粛となり、地
域福祉活動が低迷しないよう、地域の役員
等に対し、活動の必要性の訴えや意識付け
活動を行う。

6,000,000

保健福祉部 社会
福祉課

（理由）
地域包括支援センターや基幹相談支援センター、生活困窮者
自立支援制度の相談支援員等と密な連携により、要援護者の
支援介入から同居人の引きこもり息子等への支援など、法人
内や関係機関との役割分担を調整しながら、住み慣れた地域
で在宅生活が継続出来るよう、努めている。
また、新型コロナ貸付に伴い、生活困窮者自立支援センター職
員と連携し、暮らしサポートへの相談や伴走型支援などを取組
み、社会的孤立防止に努める。

藤井寺市 市民公益活動啓発冊子

本市では「協働のまちづくり」基本指針に基づき、多様な主
体によるまちづくりの実現に向けて、地域における福祉活
動をはじめとする市民公益活動団体の活性化に取り組ん
でいる。本事業では、市民公益活動団体の活動内容や魅
力を紹介することで、団体情報の発信と市民に公益活動へ
の参加を促すとともに、本市における市民公益活動の一層
の活性化を図る。また、協働のまちづくりの取組事例も掲
載することで、市民協働の推進とまちづくりへの参加意欲
の向上を図る。
発行部数：3,000部

冊子を発行することで、市民公益活動に
参加するきっかけづくりを行う。
幅広い年代の市民の市民公益活動へ
の参加を促進し、市民公益活動をより活
性化することにより、本市の「協働のまち
づくり」の実現を目標とする。

発行時期を早め、年度内の配布数を増や
す。
多様な世代の市民公益活動への参加を促
進するために、引き続き掲載内容の改良・充
実を行う。

104,841

https://www.cit
y.fujiidera.lg.jp/s
oshiki/shiminsei
katsu/kyoudouji
nken/kyoudou/k
yodo/12594.html

市民生活部 協働
人権課

（理由）
発行時期が遅く、年度内での1,500部配布はできなかった。

藤井寺市 小地域ネットワーク事業

地域におけるボランティア活動等の住民の福祉活動への
支援及び地域住民が相互に協力し、要援護者に対して支
援を行うためのネットワークづくりなど、地域の創意工夫に
よって多様な福祉ニーズに対して、きめ細やかな支援を行
う住民参加による地域づくりを目的とする。
・小学校区福祉委員会  7箇所
・活動内容       個別援助活動（独居高齢者・高齢者
夫婦世帯への個別訪問・見守り・声かけ等）
            グループ援助活動（独居高齢者・高齢
者夫婦世帯を招いてのサロン等）
・市福祉委員連絡協議会への支援及び福祉委員対象研修
会の開催・運営支援。
・市社会福祉協議会への補助事業。コミュニティワーカー設
置数：４名。

・活動実施地区割合：市町村域の100％
（45地区中45地区全てで実施）
○ひとり暮らし高齢者の孤独感を防ぎ、
地域の身近な相談相手として支える。
○地域における福祉活動の組織化が推
進される。
○活動を通し、人材の発掘と養成の場と
して、地域活動者を拡大する。

地域を組織化している住民以外の機関や組
織は、学校や企業など様々に存在している。
少子高齢化、共働き世帯の増加、人口減少
化の時代の潮流にあって、地域の支えての
確保や養成は今後より難しくなってくる。今
後の地域課題に地域だけで解決するには、
ヒト・モノ・カネが十分でない。
新型コロナウイルス感染症の流行が収まら
ない状況下ではあるものの、今後も継続した
活動が必要であると考え、昨年度に作成し
た「藤井寺市福祉委員会 ミニアルバム」を
活用することで。福祉委員会活動を視覚的
に分かりやすく行うなど、関係機関や団体と
協力しながら、地域の役割の見える化をさら
に進める予定である。

10,728,875

健康福祉部 高齢
介護課

（理由）
目標としていたグループ援助活動は開催できなかったものの、
新型コロナウイルス発生時に支給された府社協の助成金を活
用し、直接的な接触を避ける形で対象者の安否確認を行った
（インターホン越し等）。また、その後の感染防止を念頭に置い
た安否確認など、地域の方の創意工夫により事業を実施でき
た。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指

標進捗への寄与等
事業費総額（円）
（一般財源等含む）

参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金 令和２年度事業実績（地域福祉分野）

◆ケース会議件数：16件、（目標：30件）相談件数：
1,019件（目標：700件）

△

◆研修会開催回数：0回 ※新型コロナウイルス感
染症拡大により、中止(目標:研修会を1回実施予定)

△

◆新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、中
止せざるを得なかった。(目標:柏原市、羽曳野市、
藤井寺市の3市で実施予定の「三市合同災害ボラン
ティア養成講座」)

△

◆相談件数：延べ433件(目標:400件)、研修受講者：
4人受講回数 7回(目標:全員が1回以上)

△

藤井寺市
コミュニティーソーシャル
ワーカー配置事業

制度の狭間や複数の福祉問題を抱え、縦割りの福祉制度
では対応困難な事案、既存の福祉サービスにおいても、対
応困難な事案の解決に取り組むコミュニティソーシャル
ワーカー（CSW)を藤井寺市社会福祉協議会に配置し、地
域における見守り、発見、つなぎ機能の強化を図る。
○コミュニティソーシャルワーカーの配置人数    2名
○コミュニティソーシャルワーカーの役割、業務内容    相
談業務・支援機関へのつなぎ・ケース会議の開催等

各種支援機関との連携を強化し、制度
の狭間や複数の福祉問題を抱える方の
支援に取り組んでいく。

CSWが主になってケース会議を開催する機
会もあり、運営と進行に難しさを感じている。
今後、経験を積みながら学んでいきたい。困
窮の相談が増えているため、一時的なもの
か他の課題があるのか見極めながら、他機
関と協働して対応したい。

6,376,313

健康福祉部高齢介
護課

（理由）
コロナウイルスの影響により、ケース会議の件数は減少したた
め、電話での連絡調整を密に行った。ケースとしては困窮の相
談が多く、他機関への必要なつなぎを主に実施した。

藤井寺市 孤立死予防事業

孤立死に関する対応のため、民生委員児童委員等地域住
民から寄せられる相談に対し、福祉総務課が庁内の対象
者情報を集約の後、社会福祉協議会に提供可能な範囲で
提供し、現地へ急行させ、場合によっては、警察立会いの
下、解錠を行う。中長期的には、小地域ネットワーク活動も
含め、地域福祉活動の担い手が連携して、住民ひとりひと
りが地域から孤立することを防ぎ、予防のためのしくみづく
りを進めるため、福祉委員等を対象とした研修会を行う。ま
た協力者拡大に向けて、民間事業所も含めたネットワーク
づくりをすすめ、孤立死の防止に努める。
 令和2年度も、地域福祉の担い手である区長、民生委員
児童委員、福祉委員等を対象に、新しい生活様式における
見守り等をテーマとした研修会を開催し、地域内の見守り
の強化と孤立死防止に向けた多職種の連携強化を行う。

地域の区長、民生委員、福祉委員の方
などの地域福祉の担い手の方や施設職
員等、様々な職種を対象に研修会を実
施することで、地域の方との連携をさら
に強化し、孤立死防止に努める。

今年度は多職種が集まる研修会を開催する
ことができず、顔の見える関係性を構築する
ことができなかったので、来年度は研修会を
開催し、様々な職種同士の連携の強化に努
めていきたいと考えている。

1,004,531

健康福祉部福祉総
務課

（理由）
新型コロナウイルス感染症拡大により、研修会を開催すること
ができなかったが、孤立死防止のために引き続き対応と事業
の啓発を行った。

藤井寺市
災害ボランティア養成事
業

災害に対する備えとして、発災時に冷静な判断と的確な行
動ができるよう災害ボランティアの養成を図る。令和2年度
は、新型コロナの影響で、市民向けの研修等を中止・延期
を余儀なくされているが、災害ボランティアコーディネーター
会の中で、災害シュミレーションの練習を行い、年度末に予
定している柏原市、羽曳野市、藤井寺市の3市で実施予定
の「三市合同災害ボランティア養成講座」での三市による
災害シミレーションに備えたい。

コロナ禍を意識した災害ボランティアセ
ンターのシュミレーションを行う。
三市社協合同による発災時に備えた連
携の強化。

新型コロナウイルスの感染状況が落ち着い
ていた時期に、2つのブロック福祉委員会
（藤井寺、藤井寺南をモデル対象として）の
定例会で災害ボランティアコーディネーター
会の協力のもと、HUG（避難所運営ゲーム）
体験を行い、防災についての啓発と、災害ボ
ランティアコーディネーター会との連携をする
きっかけづくりを行った。今後もゲームや研
修を通じて、地域の方々の災害ボランティア
についての意識の向上と、防災についての
知識を深めるきっかけ作りを行いたい。

926,131

健康福祉部福祉総
務課

（理由）
新型コロナウイルス感染症の流行のため、災害ボランティア養
成講座の中止や災害ボランティアコーディネーター会の定例会
が中止になるなど、事業実施について大きな影響を受けた。

泉南市
泉南市コミュニティソー
シャルワーカー配置促
進事業

高齢化や核家族化が進む中で地域で支援を必要とする人
は年々増加傾向にあり、こうした要援護者を早期発見し、
必要な支援を提供する必要がある。H28年度、コミュニティ
ソーシャルワーカー（CSW）を配置し、要援護者に対する見
守り・発見、相談から適切なサービスへの「つなぎ」の体制
づくりを通じて、高齢者、障がい者、ひとり親世帯などの援
護を要する者やその家族等への支援を行い、地域の要援
護者等の福祉の向上と地域福祉のセーフティネットの構築
を図る。
・実施体制：CSW配置人数 4名・配置場所 高齢福祉関係
施設1名 地域包括支援センター2名 医療施設1名

核家族化の進行や少子高齢化等、社会
構造の変化や経済不況などの要因によ
り、要援護世帯、要支援者を早期に発見
し、実情に応じた適切な支援を実施して
きた。今後も継続して、CSWを中心とした
相談協力員による地域の体制づくりが
重要である。

核家族化の進行や少子高齢化等、社会構
造の変化や経済不況などの要因により、要
援護世帯、要援護者を早期に発見し、実状
に応じた適切な支援を実施してきた。今後も
継続して、ＣＳＷを中心とした協力相談員に
よる地域の体制づくりが重要である。

12,102,820

福祉保険部長寿社
会推進課

（理由）
相談件数については目標数値に達し、前年度の数値を大きく
上回り、ＣＳＷによる各圏域ごとの地区ケア会議（各地区月１
回開催）により、相談案件や地域の要援護者の福祉課題の解
決に寄与することができた。地域活動は新型コロナウィルスの
影響もあり、延べ６０４回の参加と昨年を下回った。また、研修
についても新型コロナウィルスの影響から昨年より受講回数が
減少した。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指

標進捗への寄与等
事業費総額（円）
（一般財源等含む）

参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金 令和２年度事業実績（地域福祉分野）

◆実施回数52回（月平均4.3回訪問）記録票作成(目
標:年52回月4～5回訪問 記録票作成)

△

◆グループ援助活動開催件数107回（目標：480
回）、参加者数7,092人（目標：15,000人）

○

◆実相談件数：301件(目標:200件)大阪府社協主催
研修の受講：全員が１回以上(目標:全員が１回以
上)

◎

◆市内地区福祉委員会19地区で実施(目標:市内地
区福祉委員会19地区で実施)

○

泉南市
泉南市高齢者等安心生
活支援事業

安否確認を必要とする高齢者等に、乳酸菌飲料を週1回配
布し、配達員が健康増進及び啓発チラシ等を持って伺い一
声かけて安否確認を行うとともに、自らの健康管理にも意
識を向けられるよう啓発を図る。また、対象者に異常等が
見受けられた場合においては、地域の見守りネットワークと
連携を密にとり対象者の救助・救済にあたる。

この見守り活動により安否確認と、自ら
の健康維持に努める意識向上を図るた
めの介護予防啓発により対象がより自
立した生活が続けられる

この見守り活動により安否確認と、自らの健
康維持に努める意識向上を図るための介護
予防啓発により対象がより自立した生活が
続けられる。

66,044

福祉保険部長寿社
会推進課

（理由）
施設入所、入院等により利用者の減はみられるものの、月4～
5回訪問は達成できた。

泉南市
小地域ネットワーク推進
事業

概ね小学校区単位で、地域の高齢者、障害者（児）及び子
育て中の親子などの要援護者を対象とした地域住民によ
る支え合い助け合い活動を実施する。
 ・実施体制：社会福祉協議会への補助。コミュニティワー
カーを3名配置。
 ・実施地区数 9か所（※1か所は2校区を1地区として活
動。）
 ・活動内容 個別援助活動（見守り・声かけ訪問活動）
       グループ援助活動（いきいきサロン、世代間交
流、子育て支援事業）

活動実施地区割合：市域の90％（10校
区中9校区で実施）

活動実施地区割合は市域の100％（10校区
中10校区で実施）
※10校区中、2校区を1地区として活動してい
る地区があるため、実施地区としては、9か
所）
グループ援助活動が地域の中で浸透してい
るが、新たなメニューの開発、担い手の発掘
などが課題となってきている。

13,055,464

福祉保険部長寿社
会推進課

（理由）
新型コロナウィルスの影響により、人が集まる機会の確保が難
しい中、必要な見守り活動等を積極的に行い、地域の福祉に
寄与することができた。

四條畷市
四條畷市コミュニティ
ソーシャルワーカー配置
事業

○制度の狭間や複数の福祉問題を抱えるなど、既存の福
祉サービスだけでは対応困難な事案の解決に取組むコミュ
ニティソーシャルワーカー（CSW)を市内３箇所に配置し、地
域における見守り・発見・つなぎ機能の強化を図る。
○四條畷市社会福祉協議会に委託し、CSWを３名配置（市
役所福祉政策課1名・市民活動センター社会福祉協議会内
1名・グリーンホール田原内1名）
○CSWの業務内容①地域福祉の計画推進への支援に関
すること。②地域活動のコーディネート、企画及び普及に関
すること。③セーフティネットの体制づくりに関すること。④
要援護者等に対する見守り・相談に関すること。⑤市への
情報提供 ⑥人権尊重⑦自己研鑽

問題解決率：総相談件数の95％ ○既存の福祉制度では対応困難な事案に
対し、CSWが介入し、要援護者とともに考え
ることで要援護者の孤立を防ぐことができ
る。また、必要に応じて行政関係各課、地区
福祉委員及び民生委員等、要援護者を取り
巻く支援者でケース会議を開き、要援護者
の課題に対してのチームで解決策を見出す
ことも期待される。
○CSWは、地域での活動の中で日常生活圏
域、サービス圏域、市町村圏域のネットワー
クの形成を目指し、地域での見守りや地域
のつながりの強化を図り、第3期地域福祉計
画の基本理念である「みんなの力で地域か
らつくる、暖かみのあるまち」の具体化に向
けて取り組む。

11,682,500

htts://www.city.
shijonawate.lg.jp
/soshiki/27/166
44.html

健康福祉部福祉政
策課

（理由）
目標と実績数値とに大きな開きがあるが、決して事業内容やそ
の実績に変化があった訳ではなく、特定のＣＳＷによるカウント
方法に違いがあったことが原因と思われる。
今後は、カウント方法を一定化するとともに、民生委員や地域
包括支援センター等とさらなる連携を図り、ＣＳＷ活動の周知
に努めていきたい。

四條畷市
四條畷市小地域ネット
ワーク活動推進事業

○地域の高齢者、障がい（児）者、及び子育て中の親子等
自立生活を行う上において支援を必要とする人々が安心し
て生活できるよう、地域住民の参加と協力による支え合
い、助け合い活動を地区単位とする地域で推進することを
目的とした地区福祉委員会が行う個別援助活動、グループ
援助活動及び地区福祉委員会活動。○地区福祉委員会１
９箇所で実施○活動内容：①個別援助活動（ネット対象者
に対する、概ね週２回以上の見守り、安否確認、声かけ訪
問活動等）②グループ援助活動（月２回程度のふれあい会
食会、いきいきサロン、世代間交流活動、子育て支援活
動、地域リハビリ活動等）○コミュニティワーカー３名配置
し、小地域ネットワーク活動に対する支援を行う○市社会
福祉協議会への補助事業として実施。

活動実施地区割合：22地区中19地区
（約86％）

小地域ネットワーク活動を未実施の地区が３
地区存在し、地区単位でのコミュニティが重
要視されている今般においては、早期に全
地区が実施できるように促進する必要があ
る。このネットワークを中心に、民生委員児
童委員、CSW、地域のボランティア、自治会
及び地区福祉委員等が参加し、地域の課題
を共有する地域支援体制づくりをより強化す
ることを目指す。 15,961,000

健康福祉部政策課

（理由）
約86.4%の実施率。未実施の3地区については、古き町並みが
残る地域であり、普段からの付き合いも深いこともあり、あまり
必要性を感じていない様である。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指

標進捗への寄与等
事業費総額（円）
（一般財源等含む）

参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金 令和２年度事業実績（地域福祉分野）

◆①グループ援助活動開催件数（延べ数）
開催回数 246回(目標:400回)、参加者数 3,625人
(目標:2,200人)、協力員数 1,466人(目標:440人)
②個別援助対象者数 69,016人（延べ数）(目
標:10,000人)
③後方支援活動開催件数（会議・研修会・交流会
等）
開催回数 6回(目標:6回)、参加者数 87人（延べ
数）(目標:150人)

○

◆【個別ケース】相談実人数：68人(目標:120人)、相
談対象者別延べ件数：1,601件(550件)、相談内容別
延べ件数：3,158件(目標:1,000件)
【研修参加】大阪府社協主催研修受講：1人(目標:1
人)、３回
【研修会】開催回数：１回、参加人数：51人

○

◆延べ相談件数： 3479件
（目標：3000件）

○

交野市
小地域ネットワーク活動
推進事業

・目的、内容
地域住民が互いに支え合い、助け合える関係づくりを目的
として、小学校区を単位とした小地域ネットワーク活動推進
事業を展開する。
①アクションプラン（校区福祉による戦略的アプローチや地
域活動の後方支援をする（アクションプランの遂行、委員長
会議、会計研修等）。②個別支援から地域支援への展開を
目指し、地域包括支援センターや地域の福祉専門職と連
携し、地域ケース会議の立ち上げ、運営支援、資源開発
等、各地域の実情に応じたアプローチを展開。（モデルH28
年度4地区・H29年度4地区、H30年度4地区）③地域の福祉
施設や医療機関等と地域住民との顔の見える関係づくり
（福祉教育、人材育成、災害対策、地域ケース会議等）④
通院や買い物などの外出支援、軽易な家事支援、日頃か
らの見守り活動、災害対策など、地域のニーズに合わせた
活動を展開するための資源開発や人材育成を行う。⑤子
どもの貧困対策における、子育て世代のニーズに応じた資
源開発（居場所づくり等）。学校や地域、子育て支援団体と
の連携。
・校区福祉委員会設置数 10箇所
・活動内容
個別援助活動（見守り・声かけ活動、訪問活動、家事援助
サービス等）、グループ援助活動（いきいき・ふれあいサロ
ン、喫茶サロン、映画鑑賞会、オレンジサロン、歌声喫茶、
一人暮らし高齢者懇談会、共生型サロン、ピンポンサロン、
子育てサロン、世代間交流、子どもの居場所づくり等）、委
員会活動（総会・役員会、各種研修会、広報誌発行、連絡
調整等）
・その他参考事項
コミュニティワーカー３名配置

校区福祉委員会活動
広報紙発行100％（10校区）、ホーム
ページ開設30％(10校区中3校区)
総会・役員会100％（10校区）、地域ケー
ス会議100％（12地区中12地区）

グループ援助活動については、新型コロナ
ウイルス感染症の影響もあり、年間を通して
の実施はできなかった。しかし、数字には表
れない部分で、感染症への対応方法も身に
つき、コロナを正しく恐れながら時勢にあった
取り組みを行おうという意識の醸成が図られ
つつある。

22,812,140
http://katano-
shakyo.com/

福祉部福祉総務課

（理由）
新型コロナウイルス感染症の感染拡大予防の観点から、グ
ループ援助活動については年間を通しての事業実施ができな
かった。一方で、グループ援助活動ができない期間については
個別援助活動として見守りや安否確認を継続して行うことがで
き、孤立の防止や異変の早期発見につながった。

交野市
コミュニティソーシャル
ワーカー配置促進事業

【なんでも相談業務の充実】対応力の向上と関係機関との
連携を深めて、高齢者福祉・障がい者福祉・児童福祉等の
対象者や分野を問わない相談で制度の狭間や複合多問
題など対応する総合相談を実施。
【ひきこもりについての正しい理解にむけて、周知・啓発】社
会問題であるひきこもりについて我が事として捉え、皆で解
決する問題として課題提起をおこなう。
【福祉の困りごとを支えあう仕組みづくりの取り組みへの参
画】地域の中での個別の福祉課題の吸い上げを地域住民
や関係機関と顔の見える関係づくりをしながら誰もが孤立
しない地域づくりを目指す。
・ＣＳＷの配置人数及び配置場所内訳
 配置人数1名(社会福祉協議会1名)
・ＣＳＷの役割、業務内容
 問題の早期発見や社会資源開発、社会福祉法人・施設
等による地域貢献活動の協働、出前講座、ひきこもり研
修、ＳＳＷとの関係構築、事例の集約による施策提言
・その他参考事項
 市社会福祉協議会への委託事業

問題解決：つなぎ連携件数：60件、申請
支援件数30件

【個別ケース】
相談内容の多様化から、長期的な支援と他
機関との連携が必要不可欠である。
多くの相談者に対応していくためにも、社協
CSWの支援力の向上と施設CSWの協力を
得て相談対応を展開していく。関係機関との
連携を深めて、高齢者福祉・障がい者福祉・
児童福祉等の対象者や分野を問わない相
談で制度の狭間や複合多問題など対応する
総合相談（ワンストップ対応）を強化し関係機
関と支援方針の検討をしていくこととする。
【会議・研修会】
個別相談事例から地域福祉活動に展開でき
るよう、地域の見守りが必要なケースや地域
資源を考える必要があるケースなど個別
ケースから出てきた課題を分析し、福祉の困
りごとを支え合う仕組みづくりをしていく必要
がある。
ＣＳＷ合同会議やケース検討会議を実施し、
地域の専門職の支援力の向上と、新たな地
域資源の開発や既存の資源の再発掘、ネッ
トワークの構築など法人や組織を越えた繋
がりの支援を行う。ひきこもり支援について
も研修会を通じて市民や専門職に対し支援
の理解を深めるとともに、社会的繋がりがな
い人への居場所づくりを進めていく。

5,509,244
http://katano-
shakyo.com/

福祉部福祉総務課

（理由）
【個別ケース】相談実人数は目標に達成しなかったものの、個
別ケースでの複合相談が多い。ひきこもり本人またはその家族
から相談件数増に加え、一人当たりの相談回数が増えている
状況。集計方法見直しにより、昨年度の実績数値と変更あり。
【研修会】ひきこもり研修会を支援機関から講師とひきこもり経
験者の当事者を招き専門職・市民向けに実施。コロナ禍の状
況にも関わらず当事者の話に関心をもった多くの参加者が集
まる。インタビュー中心とした講義で好評を得た。

大阪狭山市
コミュニティソーシャル
ワーカー（ＣＳＷ）設置事
業

制度の狭間や複数の福祉課題を抱えるなど、既存の福祉
サービスだけでは対応困難な事案の解決に取り組むＣＳＷ
を中学校区単位で配置し、地域における見守り・発見・つな
ぎ機能の強化を図る。
・ＣＳＷの配置人数 ３名（社会福祉協議会２名、その他（障
がい者施設）１名）
①要援護者に対する個別支援
②市民や地域福祉関係団体・機関・行政のネットワークに
よるセーフティネット体制づくり
③地域福祉計画への支援や地域住民活動のコーディネー
ト等

相談者のうち、既存の公的機関等につ
ないぐことができた人数
総相談人数の10％

上記のとおり地域における見守り・発見・つ
なぎ機能の強化を図ることができた。今後も
継続して取り組みを推進していく必要があ
る。

15,345,114

健康福祉部福祉グ
ループ

（理由）
新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言などにより活
動がしづらいこともあった一方で、相談件数が増えた。地域で
の課題発見や専門機関へのつなぎ機能の強化など、相談部
門としての認知数が増えてきたものと考えられるため、事業内
容としては達成できたと考える。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指

標進捗への寄与等
事業費総額（円）
（一般財源等含む）

参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金 令和２年度事業実績（地域福祉分野）

◆個別援助対象者数：1,005人（目標：700回）、グ
ループ援助活動開催件数：721回（目標：1,300回）

○

◆グループ援助活動開催件数：461回（目標：1,000
回）、のべ参加者数：7,080人（目標：21,000人）、個
別援助対象者数：4,244人（目標：3,200人）

△

◆相談(のべ）件数：1,618件（目標：2,100件）、大阪
府社会福祉協議会等主催研修の受講：4人中1人が
１回以上（目標：4人中2人が１回以上）

△

◆市民活動を後押しするための講座回数：７回
（目標：６回）

◎

大阪狭山市
小地域ネットワーク活動
推進事業

地域の高齢者、障がい者など自立生活を行ううえでさまざ
まな支援を必要とする人が安心して暮らせるよう、地域住
民の参加と協力による支え合い、助け合いを概ね小学校
区の地域で推進することを目的に、地区福祉委員会を設
置
・支援する市社会福祉協議会に対して事業補助など行う。
（市社会福祉協議会への補助事業）
・地区福祉委員会設置数  ９箇所
・活動内容
①個別援助活動（見守り声かけ訪問活動、個別配食サー
ビス）
②グループ援助活動（会食サービス、いきいきサロン活動）

地区福祉委員会９地区中全地区で実施 上記のとおり地域における見守り・発見・つ
なぎ機能の強化を図ることができた。今後も
継続して取り組みを推進していく必要があ
る。

19,187,965

健康福祉部福祉グ
ループ

（理由）
新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言により会食を
避ける必要性もある中でグループ援助活動・個別支援活動とも
に、個別配食サービスなど接触が少ない方法を模索しながら
事業を行い、事業を実施した。グループ援助活動は密を避けな
がらの活動という制約がありながらも活動を継続してきたという
点で評価している。

阪南市
小地域ネットワーク活動
推進事業

市地域福祉推進計画に基づき、公民協働による「市民みん
なの基本的人権を大切にする福祉のまちづくり」を推進す
るため、市社会福祉協議会コミュニティワーカーによる活動
と、８小学校区（１２校区（地区）福祉委員会で実施）小地域
ネットワーク活動(個別援助・グループ援助活動等)を支援
し、身近な生活圏域における住民主体の活動を支援する。
○校区（地区）福祉委員会（小地域ネットワーク活動の実施
組織）設置数
 １２箇所
○活動内容
 ・個別援助活動（くらしの安心ダイヤル〈日常見守り支援〉
活動、独居高齢者誕生日訪問活動、友愛訪問活動等）
 ・グループ援助活動（独居高齢者等食事会、健康・体操
教室〈介護予防活動〉、サロン活動、地域回想法、世代間
交流活動等）
○その他参考事項
 市社会福祉協議会への補助事業（市社会福祉協議会に
おいて、小地域ネットワーク活動のコーディネート等を担当
するコミュニティワーカーを３名配置）

活動実施地区割合：市町村域の１００%
（１２地区中１２地区）

コロナ禍の中、食事会を配食活動に切り替
えたり、フェイスシールドを手作りしたり、つな
がりレター（往復はがき）での安否確認を
行ったりと各校区（地区）の実態に応じた方
法で小地域ネットワーク活動を推進してきた
が、人が集まるグループ援助活動について
は、高齢者が対象の活動が多いこともあり、
本市に限らず、縮小や中止せざるを得な
かったのが実情である。
今後も新型コロナウイルス感染症の収束の
見通しがない中、引き続き、感染防止対策に
万全を期すとともに、コロナとうまく付き合い
ながら“できること”を“できる方法”で小地域
ネットワーク活動の推進を行っていきたい。

23,552,690

福祉部市民福祉課

（理由）
新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴い、介護予防活動や
サロン活動など人が集まるグループ援助活動が中止、制限さ
れ、「開催件数」や「延べ参加者数」は未達成となった。しかし、
コロナ禍の中でも感染拡大防止対策を行った上での個別訪問
や電話での安否確認など、工夫しながら出来ることに取り組
み、「個別援助対象者数」だけは目標数値を達成した。

阪南市
コミュニティソーシャル
ワーカー配置促進事業

概ね中学校区（保健福祉圏域）における、子育てから障が
い者・高齢者の総合相談窓口としてコミュニティソーシャル
ワーカー（４ケ所）を設置し、地域における見守り・発見・つ
なぎ機能などセーフティネットを構築する。
○コミュニティソーシャルワーカーの配置人数及び配置場
所別内訳
 ４名（高齢福祉施設２名、社会福祉協議会１名、市直営１
名）
○コミュニティソーシャルワーカーの役割、業務内容
 くらしの安心ダイヤル事業（災害時要援護者登録制度）の
推進、高齢者・障がい者等福祉支援サービス、介護予防・
健康増進事業等の支援、地域拠点相談支援事業、ＣＳＷ
によるケア推進事業など
○共生の地域づくり推進事業(多機関の協働による包括的
支援体制構築事業）との連携
 市に設置している「くらしの丸ごと相談室」及び社会福祉
協議会に委託している「生活困窮者自立相談支援事業」に
おける相談及び多容易な機関がコミュニティソーシャル
ワーカーと連携し、相談支援を実施する。
○その他参考事項
 各ＣＳＷとの委託事業

問題解決率：総相談件数の50％ コロナ禍の中、地域の関係団体・機関と連携
し、創意工夫しながらＣＳＷとしてできること
を進めてきた。
今後も新型コロナウイルス感染症の収束の
見通しがない中、引き続き、感染防止対策に
万全を期しつつ多機関と連携を進め、コロナ
とうまく付き合いながら“できること”を“できる
方法”でコミュニティソーシャルワーカーの活
動を推進するとともに、研修の受講等によ
り、コミュニティソーシャルワーカーのさらな
る支援力を高める。
また、令和３年度より、本市に２か所ある地
域包括支援センターにコミュニティソーシャ
ルワーカーを各２名配置することで、さらなる
地域福祉ネットワーク活動の推進など重層
的支援体制が期待できる。

12,960,000

福祉部市民福祉課

（理由）
新型コロナウイルス感染症拡大防止により、地域における様々
な活動が中止、制限されるとともに、個別相談においても対面
が難しい中での活動となり、「相談（のべ）件数」については目
標達成に至らなかった。また、令和元年度まで高齢福祉施設
にＣＳＷを４名配置していたが、諸般の事情により、令和２年度
は社会福祉協議会１名、市直営１名とＣＳＷの配置換えを行
い、多様な関係機関と連携し、制度の狭間にある市民の相談
対応を行った。

阪南市 市民活動支援事業

市民活動センターにおいて、社会活動、市民活動に参加し
たいと思っている方に市民活動に関わる環境を作り、出会
いの機会の提供や市民活動の基礎知識を学ぶ機会を提
供することにより、「協働によるまちづくりの担い手」を増や
し阪南市自治基本条例及び阪南市総合計画に求められて
いる「協働のまちづくり」を効率的に推進することを目的と
する。
 市民協働事業提案制度において、市民活動センターが中
心となり、協働事業を行いたいと思っている団体や個人の
相談やマッチング、採択後のフォローを行う。
 また、自由な発想で地域課題の解決や活性化のアイデア
をコンペ形式で提案するはんなん共創事業プランコンペを
実施し、提案のあったアイデアの伴走支援を行う。

市民活動センター利用者数：３，３３６人 会員の高齢化が進み、次の担い手創出に苦
慮している団体が多く存在する。若い世代へ
の情報発信の仕方や、現在の運営において
も負担軽減を図れるような手法やデジタル
化など先進的に取り入れている他団体の情
報収集を行い、講座や情報提供に努めてい
く。 3,286,000

https://www.cit
y.hannan.lg.jp/ku
rashi/shiminkyo
udou/136546785
4795.html

総務部地域まちづく
り支援課

（理由）
目標数値を達成しているとともに、講座以外にも毎月井戸端会
議を実施している。また、開催した講座も市民公益活動団体か
らの意見も伺い、ニーズに沿った内容をテーマにし開催を実
施。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指

標進捗への寄与等
事業費総額（円）
（一般財源等含む）

参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金 令和２年度事業実績（地域福祉分野）

◆グループ援助活動(子育てサロン、いきいきサロ
ン等）参加者数：（延べ）260人（その他YouTube配信
有）（目標：4,700人）、個別援助対象者数：（延べ）
3,405人（目標：5,000人）

△

◆相談件数：（延べ）336件
（目標：700件）

△

◆延べ相談件数 273件
（目標：100件）

◎

◆グループ援助活動延べ参加者数 829人
（目標：10,000人）

△

島本町
小地域ネットワーク活動
推進事業

 小学校区を単位とした小地域ネットワークにおいて、いき
いきサロン・子育てサロン・配食サービス・世代間交流事
業・レクリエーション事業などの各事業を展開し、地域住民
の交流・見守り・支え合いの充実を図る。
①活動の担い手の確保及び連携、②要援護者の把握、③
活動の周知、④個別援助活動(配食サービス）、⑤グルー
プ援助活動（いきいきサロン・世代間交流事業・レクリエー
ション事業）
○福祉委員会設置数  4箇所
○その他参考事項   島本町社会福祉協議会への補助
事業

課題解決率（参加者から聞き取った課題
を解決に導いた率）：１００％

新型コロナウイルス感染症対策の影響によ
り各会場での事業実施をすることが思うよう
にできなかった。
今後は一部事業については、自宅でもサー
ビスを受けることができるような方式に転換
していく必要がある。

6,970,615

健康福祉部福祉推
進課

（理由）
新型コロナウイルス感染症の影響により、訪問や事業を思うよ
うに行えなかった。
代替事業として、子育てサロンのYouTube配信を行ったり、つ
ながりを継続するためにニュースレターの配付を利用者に全戸
配付した。

島本町
島本町コミュニティソー
シャルワーカー配置事
業

 制度の枠にしばられずに公的なサービスや地域住民をま
きこんだ支援を行うことのできるコミュニティソーシャルワー
カーを配置し、地域における見守り発見・つなぎ機能の強
化を図る。（社会福祉協議会に委託）
○コミュニティソーシャルワーカー配置人数  4人（兼務含
む）

課題解決率（相談のうち、援助を求めて
いたケースについて専門機関へのつな
ぎや支援方針を示すことができた率）：１
００％

新型コロナウイルス感染症対策を踏まえつ
つ、戸別訪問などの実施により、事業を実施
していく。

6,846,347

健康福祉部福祉推
進課

（理由）
新型コロナウイルス感染症の影響により、相談件数等は思うよ
うに伸びなかったため。

豊能町
コミュニティソーシャル
ワーカー配置促進事業

制度の挟間や複数の福祉問題を抱えるなど、既存の福祉
サービスだけでは対応困難事案の解決に取り組むコミュニ
ティソーシャルワーカー（CSW）を配置し、地域における見
守り、発見、つなぎ機能の強化を図る。
○配置人数 １名 ○校区数 ２中学校区
○配置場所 豊能町社会福祉協議会
○役割・業務内容 町地域福祉計画の支援、住民活動の
育成・支援、相談事業、各種サービスの申請支援等
○その他 町社会福祉協議会に委託して実施

相談件数のうち、専門機関につないだ
り、解決又は支援方針を示すことができ
た件数：相談件数85%

相談件数のうち、専門機関につないだり、解
決又は支援方針を示すことができた件数：
（指標）総相談件数の85％ （成果）総相談
件数の72％
関係機関との連携をさらに密にし相談体制
の拡充を図る必要がある。民生委員や関係
機関はもとより、地域全体で日常的に高齢
者等の見守りを行える体制を強化し、さらに
きめ細やかなネットワークの構築を行ってい
く。また、社会福祉施設と地域とのつながり
を一層深めるため、地区福祉委員会等と協
働し事業の充実を図っていく。

5,800,000

保健福祉部福祉課

（理由）
当初の目標を達成した。

豊能町
小地域ネットワーク活動
推進事業

地域の要支援者が安心して生活できるよう、地域住民の参
加と協力による支えあい、助け合い活動を小地域単位で推
進する。
○地区福祉委員会設置数 ６箇所
○活動内容
・個別援助活動（個別台帳の整備、見守り、声かけ、社協
や地域包括センターとの連携、ガイドヘルプ、家事援助等）
・グループ援助活動（公的制度等へのつなぎ、ふれあい会
食、いきいきサロン活動、世代間交流・子育て支援活動等）
○その他 町社会福祉協議会への補助事業。小地域ネット
ワーク活動を支えるＣＷを２名配置。

小地域ネットワーク活動の実施割合：町
域の100%
グループ援助活動の実施地区割合：
100%（6地区中6地区）

小地域ネットワーク活動の実施割合：（指標）
町域の100% （成果）100％
グループ援助活動の実施地区割合：（指標）
100%（6地区中6地区） （成果）100％（6地区
中6地区）
地区福祉委員会の会議は継続してコミュニ
ティワーカーが出席し調整を行う。地区福祉
委員会代表者・民協・行政・社協による会議
を継続実施し、地区別懇談会で意見を聞き、
地域の実情に沿いながら事業を実施する。
いきいきサロン、ふれあい食事サービス、世
代間交流事業、子育てサロンは継続し地域
住民と高齢者や障がい者等の交流の場を提
供する。近年、少子化に伴い町全域で行う
子育てサロンも実施し、地域を超えた交流が
図られている。地域福祉活動やボランティア
活動へ多くの住民に関わってもらえるよう、
また理解を得られるよう地区別の広報活動
を充実させ、地域福祉活動に対するさらなる
意識の向上を図っていく。

13,176,000

保健福祉部福祉課

（理由）
新型コロナウイルス感染症の感染拡大予防により、ふれあい
会食、世代間交流、子育て支援等の活動が中止となったため。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指

標進捗への寄与等
事業費総額（円）
（一般財源等含む）

参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金 令和２年度事業実績（地域福祉分野）

◆延べ相談件数 638件
（目標：80件）

◎

◆地区懇談会参加者数(実) 122人（目標:180人） △

◆個別相談件数延べ179件
（目標：250件）

△

◆地区福祉委員会活動参加者数(延）3,800人
（目標：4,800人）

△

◆グループ援助活動参加者2,860人(目標:7,500人)・
開催回数273回（目標：420回）・個別援助活動対象
者3,135名（目標：330名）

◎

豊能町
第4次地域福祉計画策
定事業

高齢者や障害のある方、子どもを含め、誰もが住み慣れた
地域で、地域の一員として、安心して自立した生活を送る
ために、地域住民や社会福祉法人、ボランティア、行政な
ど、あらゆる機関が主体性をもって、協働、支えあい、助け
あおうという「共に生きる社会」をつくつていく。
〇計画策定委員会 3回
〇地区別懇談会    6地区(吉川・ときわ台、東ときわ台、光
風台、新光風台、希望ヶ丘、東能勢)

地区別懇談会の実施地区割合：100%(6
地区)

「地区別懇談会」の実施地区割合：(指標)6
地区 100％ (成果)100％
地域福祉の主体である地域住民が、地域福
祉活動計画の基本理念、基本目標に基づい
て「自分たちの地域をどうしたいか」、「自分
たちで何ができるか」の話し合い、5年間の
目標と取り組みを定め地域福祉の推進を
図っていく。

71,900

保健福祉部福祉課

（理由）
新型コロナウイルス感染症の感染拡大予防により参加者が自
粛されたため。

豊能町
専門職による福祉相談
事業

福祉全般に対する相談において、これまでは専門のケース
ワーカーを配置していない状態で対応していたが、当事業
により新たに専門のケースワーカーを配置して福祉相談支
援室を開設し相談業務を行っている。
○配置人数 １名
○雇用状況 週４日程度

相談件数のうち関係機関との連携を図
る割合：20%
継続支援が必要なケースの再訪率：
95％

相談件数のうち関係機関との連携を図る割
合： （指標）20% （成果）53％
継続支援が必要なケースの再訪率：（指標）
95％ （成果）97％
生活困窮者自立支援事業担当者との連携
が図られた。成果指標の継続ケース概ね達
成。 3,827,470

保健福祉部福祉課

（理由）
当初の目標を達成した。

能勢町
能勢町コミュニティソー
シャルワーカー配置事
業

 地域における高齢者、障害者、ひとり親家庭等社会的援
護を要する者及びその家族・親族等が、住み慣れた地域で
孤立することなく、安心して暮らすことがきるよう、要援護者
の早期発見から支援につながるセーフネットの構築を図る
ため、コミュニティソーシャルワーカーを配置することによ
り、地域の要援護者の自立生活の支援と福祉の向上に資
する。
〇実施体制 ＣＳＷ 社会福祉協議会3名、社会福祉施設
若干名
〇活動内容 ①要援護者に対する個別援助、②「心配ごと
相談」への出席、③セーフティネット体制の維持など
〇その他参考 町社会福祉協議会（基幹型）・社会福祉施
設への委託事業

ＣＳＷとの個別相談を通じて、専門機関
につなぐこと等により、要援護者の課題
を解決、又は解決に近づいた相談案件
の解決割合を50％とする。

今後は、CSWの周知について一層の徹底を
図ることで、より住民の身近な存在として定
着させることにより、相談件数の増加を目指
す。

7,200,000

福祉課福祉係（福
祉担当）

（理由）
周知・啓発活動に取組んでいるが、認知度が未だ低いため目
標達成に至らなかった。

能勢町
能勢町小地域ネット
ワーク活動推進事業

 地域の高齢者、障がい者等が自立生活を行う上におい
て、支援を必要とする人々が安心して生活できるよう、地域
住民の参加と協力による支え合い、助け合い活動を小地
域で行うことを目的に体制を整備する。
〇地区福祉委員会 6カ所
〇活動内容 地区福祉委員会委員長会議の開催、研修会
への参加、新地域サロンの開発、地域ボランティアの発
掘、個別援助活動（友愛訪問による高齢者見守り）、グ
ループ援助活動（いきいきサロン、世代間交流活動）
〇その他参考事項 能勢町社会福祉協議会への補助事
業、小地域ネットワーク活動を行うＣＷを２名配置。

地区福祉委員会活動の参加者数が前
年度実績を上回る地区数が50%以上に
なるよう取り組むものとする。

 支援を必要とする人々が安心して生活でき
るよう、地域住民の参加と協力による助け合
い、支え合い活動を小地域で行うことができ
た。新たな参加者が少ないため、地域での
呼びかけを強化し、新規参加者の増加に努
める。

15,300,000

福祉課福祉係（福
祉担当）

（理由）
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、一部活動を取り
やめたため、参加者の減となった。

忠岡町 小地域ネットワーク事業

社会福祉協議会（１か所）に対し、地域を小学校区毎（２校
区）に分け、地区福祉委員会（２か所）で実施。
地区福祉委員会が中心となり住民参加型地域福祉の発展
のための調査研究、また、各事業の企画・実施を行うことを
目的とする。
・個別援助（独居高齢者戸別訪問・友愛訪問）
・グループ援助活動（サロン活動・昼食会)

自治会、老人クラブと共催を今後も努め
たい。地域により、参加者数及び開催回
数に差異が多く、今後、この差異の減少
に努める。

高齢者名簿等について各事業や各種団体
で別々に存在していることで、本年度におい
て個別援助活動に混乱が見られた。今後、
すでに共有の同意のある者について名簿の
一本化を行う。また、同意のないものについ
ては、再把握時に同意書に記入してもらうな
どを行い、緊急時及び事業実施時に混乱を
生じないように行う必要がある。

7,000,000

健康福祉部地域福
祉課

（理由）
コロナ禍における新しい活動様式に合わせ、個別援助活動へ
切り替えた結果高齢者の把握の拡大に繋がった。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指

標進捗への寄与等
事業費総額（円）
（一般財源等含む）

参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金 令和２年度事業実績（地域福祉分野）

◆延べ相談件数283件(目標:970件)・相談者数171
人(目標:40人) ○

◆825名 (目標：５５０名) ◎

◆ｸﾞﾙｰﾌﾟ援助活動開催延べ回数：180回、参加者延
べ数：2,847個別援助対象者延べ数668人 （目標：
ｸﾞﾙｰﾌﾟ援助活動開催数: 150回、参加者数: 6,500
人、個別援助対象者数:3,600人）

△

利用登録者64名 運転ボランティア登録者13名(目
標:10名) 運行回数127回(目標:100名)

○

◆相談延件数：２４９件(目標:２００件)、住民懇談会：
０回(目標:３回)、ケース検討会： ８回(目標:２０回)

○

忠岡町 CSW配置事業

社会福祉協議会（1か所1名）に配置
町内の要援護者や各種福祉団体の要望を聞き、各種サー
ビスや制度の利用、各専門機関との連絡調整又は援助を
町行政や地域包括支援センターと共に行い、健康福祉
セーフティネットの構築を図る。
総合相談、研修・講習会開催、ケース検討会議、住民活動
や当事者活動のコーディネート、就労支援や社会復帰のた
めの自立支援等。

関係機関と連携強化をし協働で相談援
助を行い、相談件数の増加を見込むとと
もにCSWとしての役割を果たす。

相談件数に関して、コロナ禍における生活福
祉資金特例貸付に生活相談が多く、継続的
な支援より制度に繋ぐ件数が増えた。また、
生活困窮支援コーディネーターと連携し情報
の共有を行った。
今後も連携を強化し協働で相談援助を行
い、相談件数の増加を見込むとともにCSW
の役割をはたす。

5,300,000

健康福祉部地域福
祉課

（理由）
継続・新規相談者の増減による

熊取町
コミュニティソーシャル
ワーカー配置促進事業

地域福祉の推進に向けた取り組みとして、住民の生活課
題が年々、複雑・多様化する中、課題の早期発見及び包
括的な対応が求められています。個別アプローチを行い、
行政をはじめ関係機関、事業所とのつなぎ役となるコミュニ
ティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）の重要性が増しています。
総合的なマネジメントを強化していくために、社会福祉協議
会や、地域包括支援センター、委託相談事業所などと継続
した多機関が連携した包括支援体制の充実が求められ
る。
●配置人数：２名
●配置場所：町健康福祉部生活福祉課内
●業務内容：生活支援、金銭・高齢介護等福祉全般につい
ての総合相談

要支援者へのセーフティネット体制を整
え、関係機関へつなぐことも含め、新規
相談者の問題解決率90％以上を目標と
する。

今年度も新型コロナウイルス感染症の影響
による生活困窮に関する相談や、ひきこもり
などのケース対応など、継続的な相談案件
が増加しているため、関係機関との連携会
議や地域との連携をコミュニティソーシャル
ワーカーが中心となり、要援護者への対応
に努めることができた。
また、新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため、人との接触を控えている状況の中、
前年度と比較して、要援護者へのアウトリー
チに務めることができた。

6,823,756

健康福祉部 生活
福祉課

（理由）新型コロナウイルス感染症の影響により、生活困窮に
関する相談やひきこもりに関する相談が増加し、目標数値は大
幅に上回った。
相談内容が新型コロナウイルス感染症の影響に関わる案件が
多く、早期解決には至らず継続案件が多くなっている。

熊取町
小地域ネットワーク活動
事業

熊取町第4次地域福祉活動計画に基づき、校区・地区福祉
委員会が、各種団体の参加協力のもと、地域住民による支
え合い・助け合いの活動を進めている。また、地域ぐるみで
防災・減災活動（防災訓練やマップづくり等）に取り組み、
防災意識を高めている。●校区福祉委員会設置数：5ヶ所
●地区福祉委員会設置数(自治会単位）：39ヶ所●活動内
容：グループ援助活動（いきいきサロン等）、個別援助活動
（見守り・声かけ活動等）、その他、社会福祉協議会の補助
事業（福祉講座・研修会等）●小地域ネットワーク活動の
コーディネート等を担当するコミュニティワーカーを2名配
置。

・活動実施地区割合：市町村域の100％
（本町では、地区の活動が活発でない地
区もあるが、校区の活動には参加できる
組織づくりを行っている。・参加者の満足
度：地域によっては、活動内容や回数が
異なるため、一概に指標化がしにくい。
（地域活動に参加を希望しない人、自治
会等へ加入しない人も増えている）又、
令和2年度については、新型コロナウィ
ルスの影響にる活動の休止・延期及び
感染・感染拡大予防を行い、新しい生活
様式に沿った活動となるため、例年の
1/3程度の活動実績を見込む。

新型コロナウィルス感染症の影響により、
様々な活動がストップする中、地域活動も感
染予防・完成拡大予防の観点からほとんど
の地域での活動がストップとなったが、緊急
事態宣言下における訪問・見守りや声掛け
活動や、校区福祉委員会主体での見守り訪
問活動も行われた。新型コロナウィルス感染
症の収束が見えない中、出来ることを考える
機会となった。

10,197,789

健康福祉部 生活
福祉課

（理由）ｸﾞﾙｰﾌﾟ援助活動、個別支援活動共に、新型コロナウィ
ルスの影響を受け、地域活動も停滞したこともあり、実績値も
低下。新たな生活様式への対応方法のチラシ等により新型コ
ロナウィルスに関する情報提供を行った。

田尻町

 高齢・障がい・子ども等の特定の属性や分野に限定され
ず、制度の狭間の問題等既存の福祉サービスだけでは対
応困難な福祉課題に対応するため、町にコミュニティー
ソーシャルワーカーを配置し、相談支援体制を充実する。
また、災害弱者である要援護者への支援体制を整え、地
域福祉の向上を図る。（委託先：田尻町社会福祉協議会）
配置人数：１人、校区数：１

 要援護者へのセーフティネット構築及
び、個別相談事例を専門機関・相談支
援員等に100%繋ぐこと。

 毎年５０件程度の相談が増え続けている状
況から、当該事業の必要性が認識できるとと
もに、町民への周知が進んでいることが確
認できる。現在、ＣＳＷの配置人数は１名で
行っているため件数増加により複数配置も
視野に入れ検討することが求められる。

3,944,688

民生部 福祉課

（理由）コロナ禍により、住民懇談及びケース検討会について
は目標に達することができなかったが、相談延件数については
目標を上回ることができた。（相談者数：160名）コミュニティーソーシャル

ワーカー配置事業

熊取町 移送サービス事業

介護保険法で「要支援１・２」に認定されている方、「要介
護」に認定された方を除く75歳以上の単身世帯、または夫
婦のみの世帯で公共交通機関を利用することが困難な方
に対して移送サービスを行うことで、移送サービスの従事
者についてはボランティアを募集し、共感できる活動や短
時間でも手伝ってもらえる人材を増やすこと、セカンドキャ
リアの人々がそれぞれの経験や知識・技術を生かせるよう
な活動の機会を作ることを目的に、地域福祉活動への参
加者を増やすことで、担い手づくりの底上げを行いながら、
制度の狭間の課題に対する支援も行う。

初年度は試験的運行として実施。年度
末の車輛稼働率が70％程度を見込む。
利用希望者の推移や利用状況を見ると
ともに利用者の声を聞きながら、運行曜
日・運行時間帯について見直しを行う。

当初の目標数値を下回っているが、利用者
からも好評であり徐々に登録希望者数も増
加している。セカンドキャリアの人々が経験
を生かせる場として、運転ボランティア10名
中6名が男性と、他のボランティア活動に対
して男性に比率が高く、男性の社会参加・活
動の場となっている。今後は、ボランティアと
の情報交換会の実施や、運行状況と利用者
の声を参考に、運行率のアップを図る。

2,875,961

健康福祉部 生活
福祉課

（理由）
当初の利用登録見込みを下回っているが、口コミ等により少し
ずつ登録希望者が増加している。運行率も徐々に上昇
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
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参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金 令和２年度事業実績（地域福祉分野）

◆参加者：茶話会（中止）(目標:延べ200人)、世代間
交流事業（中止）(目標:延べ100人)、見守り（随時）、
声かけ運動（３回/月）(目標:１回/月)

○

小地域ネットワーク活動
推進事業

◆相談件数474件(目標:（延）1,000件)、府社会福祉
協議会主催研修の受講：0件(目標:１回以上)

△

◆グループ援助活動開催件数：21回(目標:208回)、
参加者数（延）：642名(目標:5,887名)、個別援助対
象者(実）数：968名(目標:139名)

○

◆延べ個別相談件数：2,203件(目標:1,900件) 府社
協主催研修の受講者数：1人(目標:5人)

○

◆いきいきサロン活動：延べ1,138人(目標:3,300
人)、見守り友愛訪問活動：延べ178人(目標:200
人)、世代間項交流：未実施(目標:700人)、子育て支
援活動：未実施(目標:300人)

△

田尻町

住み慣れた地域で高齢者の自立生活を支援するため、地
区福祉委員会の活動を核に、地域住民が寝たきりや一人
暮らし高齢者等に対して見守り、声かけ訪問などを行う「小
地域ネットワーク活動」
【具体的な実施事業内容】
見守り・声かけ運動（原則１回/月）、茶話会（５回/年）、世
代間交流事業（２回/年）
校区福祉委員会設置数：１箇所
・個別援助活動（見守り、声かけ訪問等）、グループ援助活
動（茶話会、世代間交流事業等）
※田尻町社会福祉協議会に対する補助事業
令和2年度については、新型コロナウィルスの影響があり
茶話会や世代間交流が実施できない期間については、見

 茶話会や世代間交流事業等を田尻町
全地区を対象に行う。また、見守り・声か
け運動についても、田尻町全地区で行う
ことにより地域力を向上させる。
茶話会、世代間交流が出来ない期間中
については、地域の一人暮らしや寝たき
りの高齢者に対し見守り・声掛け運動を
実施する。

 茶話会及び世代間交流については、コロ
ナ禍により目標を達成することができなかっ
たが、地区委員の見守り活動を増強したこと
により、結果、地域のネットワークの礎が築
かれ地域力が向上した。

20,133,546

民生部 福祉課

（理由） 新型コロナウィルスの影響により、茶話会・世代間交
流が中止となり高齢者の孤立を防止することを目的とした一斉
声掛け運動を年間3回、見守り運動については地区委員により
随時行われた。

岬町
コミュニティソーシャル
ワーカー促進配置事業

いきいきネット相談支援センターにコミュニティソーシャル
ワーカーを配置し、地域における高齢者、障がい者、ひとり
親家庭など援護を必要とするすべての者又は家庭等に支
援を行い、福祉の向上と自立支援を支援するための基盤
づくりを行うとともに健康福祉セーフティネットの構築を図
る。
〇コミュニティソーシャルワーカーの配置人数及び配置場
所：１名、岬町福祉課内
〇        〃      の役割、業務内容：個別支援、
要援護者支援、住民活動の組織化、制度の狭間にある要
援護者からの相談対応（必要なサービスへ繋げる）、各種
福祉サービス利用申請支援等

コミュニティソーシャルワーカーの配置に
より要援護者等に対する見守り・相談・
適切なサービスへと繋げる為のセーフ
ティネット体制づくり、地域住民活動コー
ディネート及び要援護者とその家族の組
織化等の促進が期待される。
問題解決率：総相談件数の90％

指標等は無いものの概ね、相談者に対し、
適切な対応・各種サービス等への協働を遂
行している。
地域に出向き、相談などを通じた新たな援護
者に適切なサービスに繋がるよう関係機関
との連携を図る。
府社会福祉協議会主催の研修を受講し、ス
キルアップを図る。

3,695,194

しあわせ創造部福
祉課

（理由）新型コロナウイルス感染症の影響により、アウトリーチ
による出張相談会の未実施や、研修会への参加ができずスキ
ルアップの機会の確保ができなかった。

岬町 小地域ネットワーク事業

 社会福祉協議会への補助事業。一人暮らしの高齢者等
の個別見守り活動（小地域ネット）や自治区単位で集会所
や老人憩いの家を活用した、いきいきサロンを開催し、高
齢者等に対する見守り、引きこもりの防止、消費者被害の
防止等の支援を行う。小地域（小学校区・自治区）を単位と
して、要援護者一人一人を対象に、保健・福祉・医療の関
係者と住民が協働して進める。
〇地区福祉委員（小地域ネットワーク活動の実施組織）設
置数：４カ所
〇活動内容：個別援助活動（見守りネットワーク活動、見守
り隊、キッズＥｙｅぼらんてぃあ など）グループ援助活動（ふ
れあい・いきいきサロン、誰もが集える「共生型サロン」な
ど）

 見守り、援助活動で一人暮らしや寝た
きりの老人世帯、障がい者などが地域
の中で孤立することなく、安心して生活
できるように地域住民による支え合い活
動が活性化し、併せて地域における福
祉の啓発と住みよい福祉のまちづくり繋
がる事が期待できる。
・活動実施地区割合：町域の100％（４地
区中４地区で実施）

新型コロナウイルス感染拡大の状況下では
あるが、独居の高齢者・障がい者等、誰もが
地域の中で安心して生活できるよう努めるた
め、地域住民による見守り訪問活動や、感
染拡大防止を行いながら可能な範囲でグ
ループ援助活動等を実施し、住みよい福祉
のまちづくり活動を実施。

7,464,075

しあわせ創造部福
祉課

（理由）新型コロナウイルス感染拡大防止等の観点から、グ
ループ援助活動の開催件数は減少したが、個別援助活動に重
点を置き、コロナ禍でも実施できる活動を推進した。

太子町
コミュニティソーシャル
ワーカー配置事業

 身近な地域において、要援護者に対する見守り等の機能
を強化するため、社会福祉法人や行政（町役場）にCSWを
配置する。
・配置人数２名（社会福祉協議会１名、町役場１名）
・事業内容：高齢者、子育て世帯、障害者、生活困窮者な
ど福祉全般に対して関わり、地域福祉のセーフティネット・
福祉協働の体制づくり、要援護者等に対する見守り相談、
情報提供など

問題解決率：総相談件数の30％  見守り相談や情報提供者のニーズが多種
多様化していることから、本事業を実施する
ことで、個々の実情に応じた地域密着型
サービスを提供することが可能となった。
 今後、このサービスが途切れることなく持
続可能な福祉施策となり、セーフティネットか
ら外れる住民が出ないよう町及び社会福祉
協議会、関係団体が更なる連携を密にしな
ければならない。

11,154,774

健康福祉部福祉介
護課

（理由）問題解決率：総相談件数の40％

太子町
小地域ネットワーク活動
推進事業

地域の高齢者、障がい者（児）及び子育て中の親子等自立
生活を行なう上において地域を必要とする人々が安心して
生活できるよう、地域住民の参加と協力による支えあい、
助け合い活動を概ね小学校区を単位とする地域において
活動を行う。
【具体的な事業内容】
・いきいきサロン活動（地区高齢者との交流）
・見守り友愛訪問活動(独居老人等訪問)
・世代間交流
・子育て支援活動

・いきいきサロン活動実施割合：町会・自
治会の70％
・見守り友愛訪問活動実施割合：町会・
自治会の30％
・世代間交流実施割合：地区福祉委員
会の100％
・子育て支援活動：前年度に解散したた
め、新たに1サークルを支援

 高齢者、障がい者（児）に限らず、地域住
民の皆が自立し、安全安心な生活を送るた
めに、今後も新たなサロン活動の発足が促
されるよう事業を継続する。

6,477,724

健康福祉部福祉介
護課

（理由）新型コロナウイルス感染症の影響により中止事業が多
い状況であった。
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参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金 令和２年度事業実績（地域福祉分野）

◆令和2年度中に地図の更新を1回行った。(目標:
令和2年度中に地図の更新を1回行う)

○

◆相談件数295件(目標:310件)・訪問件数延べ115
件(目標:130件)・ケース検討会延べ10件(目標:10件)

△

◆グループ援助活動開催件数延べ162件(目標:190
件)・参加者数延べ6,045人(目標:7,000人)・個別援助
対象者延べ3,431人(目標:3,600人)

△

◆協力会員実数３５名(目標:60名)・利用会員実数５
５名(目標:90名)・相談件数延べ８８６件(目標:450件)

△

◆グループ援助活動開催件数：82回(目標:340回)、
参加者数：1,814人(目標:11,200人)、個別援助対象
者数：8,247人(目標:5,900人)

△

河南町
コミュニティソーシャル
ワーカー配置事業

コミュニティソーシャルワーカー配置等の状況
・配置人数 1人
・配置場所 河南町社会福祉協議会内
・業務内容 地域における高齢者・障がい者等の援護を要
する者等に対し、見守り・相談を行う。また、町に対し、援護
を要する者等に係る情報提供や、セーフティネット構築等
の支援活動を行う。
なお、河南町社会福祉協議会においては、福祉活動を行う
上で、年々多様化する法律問題への対応策として、弁護士
による専門相談も実施している（大阪弁護士会）。

ケース検討会における課題解決率：
100％

相談件数はコロナ禍の影響により、前年度
に比べ減少しているが、ケース内容について
は複雑化しており、専門性の高い事案が多く
発生している。コミュニティソーシャルワー
カーを必要とする住民や状況は今後も増加
すると思われる。限られた人員でより良い対
応を行うため、地域資源の活用や関係機関
との連携を一層深め、多様化する課題に対
し適切に対応すべく、弁護士への専門相談
も引き続き活用していく。

6,215,000

健康福祉部高齢障
がい福祉課

（理由）相談件数及び訪問件数が目標に達しなかったため。

太子町
地域福祉地図情報シス
テム保守事業

 生活に不安を抱く要支援者、それを支援する援助者等を
地図情報として整理し、地域福祉活動（災害時避難行動支
援を含む）を円滑に進める。

要支援者の更新と登録者名簿の整理
・名簿登録者：200名（対象要支援者の
20％）

福祉課のほか、高齢介護課、社会福祉協議
会の連携の下、新たな要支援者の登録周知
が図れた。今後は支援者数の増加、支援内
容の充実を図るべく、手上げ方式に限らず
広く制度の啓発が可能な新たな施策を検討
する。 506,000

健康福祉部福祉介
護課

（理由）要支援者の更新と登録者名簿の整理
・名簿登録者：140名(対象要支援者数 995人の14.1％）

河南町
小地域ネットワーク推進
事業

 町内５地域に地区福祉委員会を設置し、この委員会を基
盤として、援護を必要とする人一人ひとりに対し、地域住民
が中心となり、保険・福祉・医療の関係者と協働し、「支え
合い」「助け合い」の活動を常時行っていく。また、福祉活動
において発生する法律問題等に備え、弁護士による専門
相談の受け皿を設ける。
 具体的には、（１）地区福祉委員会活動の充実（地区福祉
委員会への活動助成、研修会等の実施）
       （２）小地域ネットワーク活動の推進（いきいきサ
ロン、世代間交流、見守り声かけ訪問など）
       （３）小ネット感謝の集いの実施などを行い、コー
ディネーターを２名配置する。 等

町内全域（旧小学校区5地域）で、相談
事業・研修事業を実施する。

地域課題への対応に不可欠な地域の「支え
合い」、「助け合い」のネットワークをより拡
充・強化するため、今後も活動を継続してい
く。

15,419,000

健康福祉部高齢障
がい福祉課

（理由）グループ援助活動件数等が目標に達しなかったため。

河南町
ラクチンライフサポート
事業

 地域で活動できるサポーター（有償ボランティア）の育成・
登録を行い、日常生活で不安を感じながらもフォーマル
サービスの提供にまでは至らない状況にある住民の要請
に応じて、情報提供や派遣を行う。

協力会員を確保することで、利用者拡大
をし、幅広いサービス提供を目指し、福
祉課題の解決を図る。

引き続き協力会員の確保に努め、幅広い
サービスの提供を通じて、地域課題の解決
につなげていきたい。

3,007,000

健康福祉部高齢障
がい福祉課

（理由）協力会員及び利用会員の目標を達成することができな
かったため。

千早赤阪村
千早赤阪村小地域ネッ
トワーク活推進事業

小学校区単位で、地域の高齢者・障がい（児）者、子育て中
の親子等の自立生活を行う上において支援を必要とする
人々が安心して生活できるよう、地域住民の参加と協力に
よる支え合い、助け合い活動を実施する。
地域における問題解決や、住民相互の支え合い意識の向
上のため、地区福祉委員会ほか地区・自治会の協力で実
施する福祉活動（地域サロン活動、高齢者のつどい、世代
間交流事業等）や講習会、研修会を通じて福祉委員の福
祉力を高めることを目的とする。

活動実施地区割合：村域の100％ 新型コロナウイルス感染防止に伴う新しい
生活様式に適応した事業の実施及び、援助
者の高齢化の進行や人口減少に伴う役員
や委員の担い手不足による若年者の参加
促進が必要性。

8,962,000

福祉課

（理由）国及び大阪府からの新型コロナウイルス感染防止対策
要請に則り、目標どおりの対面での開催が困難であったため
実績が下回った。
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参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金 令和２年度事業実績（地域福祉分野）

◆相談件数：683件(目標:270件)、府・府社協等主催
研修の受講：1回(目標:2回以上)、人権研修の受講：
3回(目標:2回以上)

◎

千早赤阪村
千早赤阪村コミュニ
ティーソーシャルワー
カー配置事業

中学校区単位にある施設にコミュニティーソーシャルワー
カーを配置し、地域における高齢者、障がい者、ひとり親家
庭などの援護を要するあらゆる者又はその家族・親族等の
支援を行う。
実施体制：ＣＳＷ配置人数１名
配置場所：社会福祉協議会１名

相談件数の内、専門機関につないだり
解決又は支援方針を示すことができた
件数：総件数の60％

役割を担いながら互いに連携協力をコー
ディネートしていく必要がある。

5,803,000

福祉課

（理由）相談件数について目標の２倍に届いており、研修受
講、人権研修に関しては概ね目標数値どおり。
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